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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

男性・全部位 減少させる 85.3 81.1

女性・全部位 減少させる 56.4 54.9

男性・全部位 減少させる 85.7 82.4

女性・全部位 減少させる 51.9 53.6

男性・全部位 増加させる 59.6 -

女性・全部位 増加させる 62.8 -

男性・全部位 減少させる 528.2 494.4

女性・全部位 減少させる 436.7 429.3

2

がん検診をより多くの住
民に実施することによ
り、早期がんの診断割
合が増加している

早期がん割合

診断されたと
きにがんが上
皮内・限局に
とどまってい
る患者の割合
（全部位）

全国がん登録
（国立がん研究
センター）

令和元年 ％ 増加させる 50.1 49.0

3
がんと診断された患者
が、適切な医療を受け
られる状態にある

がん診療連携
拠点病院等が
整備されていな
い空白圏域の
数

二次医療圏
がん診療連携
拠点病院等（厚
生労働省HP）

令和4年 数 0 1 0 0 1 0 0 0 0

在宅がん総合
診療科の算定
件数

算定件数
在宅がん医療
総合診療料の
算定件数

令和3年 件数 増加させる 2,426 0 33 0 0 0 2,393 0

末期のがん患
者に対して在宅
医療を提供する
医療機関数

医療機関（調
査年度3月31
日現在）

在宅末期医療
総合診療料届
出施設数（診療
報酬施設基準）

令和2年 数 増加させる 102 3 35 4 22 11 27 0

総数 減少させる 16.1

男性 減少させる 27.7

女性 減少させる 5.7

総数 減少させる 9.8

男性 減少させる 22.6

女性 減少させる 2.0

行政機関・１
か月以内

減少させる 4.0

医療機関・１
か月以内

減少させる 5.1

学校・１か月
以内

減少させる 1.7

職場・１か月
以内

減少させる 27.0

家庭・ほぼ毎
日

減少させる 8.4

県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年 ％

新潟県のがん
登録から算出

平成26年

Ｃ 1
がんを予防するための
生活習慣等を県民が理
解し、行動できている

成人喫煙率
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年

％

B

1

がんを予防するための
生活習慣等の実践によ
り、がんに罹る県民が
減少している

年齢調整罹患
率

全国がん登録
（国立がん研究
センター）

令和元年
人口10
万人対

4

がん患者とその家族が
在宅等での療養場所を
選択でき、継続して支援
を受けている

％

20代の喫煙率
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年 ％

受動喫煙の機
会を有する者の
割合

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 

Ａ

1

がん予防のための施策
及びがんの早期発見を
通じ、がんにより死亡す
る県民を減少させる

75歳未満年齢
調整死亡率

人口動態統計
（厚生労働省）

令和4年

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

人口10
万人対

2
がんの医療を通じ、が
んにより死亡する県民
を減少させる

75歳未満年齢
調整死亡率（再
掲）

人口動態統計
（厚生労働省）

令和3年
人口10
万人対

5年相対生存率
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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

飲食店・１か
月以内

減少させる 15.1

受動喫煙の機
会を有する者の
割合

公共交通機
関・１か月以
内

県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年 % 減少させる 4.4

路上・１か月
以内

減少させる 19.1

野菜摂取量
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和元年 g 増加させる 325.2

果物摂取量
果物摂取量
100g未満の人
の割合（成人）

県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和元年 ％ 増加させる 61.5

食塩摂取量
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和元年 g 減少させる 10.3

20～60歳代男
性の肥満者の
割合

減少させる 31.3

40～60歳代女
性の肥満者の
割合

減少させる 25.2

20～64歳（男
性）

増加させる 6,866

20～64歳（女
性）

増加させる 5,832

65歳以上（男
性）

増加させる 4,323

65歳以上（女
性）

増加させる 4,226

20～64歳（男
性）

増加させる 22.2

20～64歳（女
性）

増加させる 17.5

65歳以上（男
性）

増加させる 33.6

65歳以上（女
性）

増加させる 36.4

1日当たりの
純アルコール
摂取量が40g
以上の男性の
割合

減少させる 16.9

1日当たりの
純アルコール
摂取量が20g
以上の女性の
割合

減少させる 12.1

Ｃ 2

日常的な健康管理とし
てのブレスト・アウェアネ
スに関する普及啓発が
実施されている

ブレスト・アウェ
アネスの普及啓
発を実施する市
町村数

健康診査実施
体制等調査（新
潟県）

令和4年
度

市町村 全30市町村 29/30

令和元年

C 1
がんを予防するための
生活習慣等を県民が理
解し、行動できている

運動習慣者の
割合

県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

C 1
がんを予防するための
生活習慣等を県民が理
解し、行動できている

肥満者の割合
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年 ％

ハイリスク飲酒
者の割合

県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和4年 ％

％

1日の平均歩数
県民健康・栄養
実態調査（新潟
県）

令和元年 歩
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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

Ｃ 3

子宮頸がんとHPV感染
との関連について若年
者及びその保護者への
普及啓発が実施されて
いる

HPVワクチンの
接種率

接種対象者の
うち3回目接
種まで完了し
た者の割合

県調べ 令和4年度 ％ 増加させる 42.9 30.2

胃・40～69歳
／過去1年間

60.0 54.7 41.9

子宮頸・20～
69歳／過去2
年間

60.0 47.8 43.6

肺・40～69歳
／過去1年間

70.0 60.6 49.7

乳・40～69歳
／過去2年間

60.0 50.9 47.4

大腸・40～69
歳／過去1年
間

60.0 53.6 45.9

科学的根拠に
基づくがん検診
を実施している
市町村数

がん検診精度
管理調査（新潟
県生活習慣病
検診等管理指
導協議会）

令和４年 市町村 全30市町村 30/30

胃 100 88.6

子宮頸 100 84.3

肺 100 86.8

乳 100 94.4

大腸 100 78.1

胃 減少させる 5.6

子宮頸 減少させる 1.7

肺（胸部X線
検査）

減少させる 2.48

肺（喀痰細胞
診）

減少させる 0.46

乳 減少させる 5.4

大腸 減少させる 5.9

胃 増加させる 334.1

子宮頸 増加させる 10.9

肺 増加させる 30.4

乳 増加させる 353.9

大腸 増加させる 313.2

胃 増加させる 6.0

子宮頸 増加させる 0.6

肺 増加させる 1.2

乳 増加させる 6.6

大腸 増加させる 5.3

令和3年度 ％

がん発見率
がん検診等結
果報告（新潟
県）

令和3年度
受診者

10万人対

％

Ｃ 5
要精密検査の対象者を
確実に医療機関受診に
つなげられている

要精検者の精
検受診率

がん検診等結
果報告（新潟
県）

令和3年度 ％

要精検率
がん検診等結
果報告（新潟
県）

Ｃ 4

がんを早期に発見し、
早期に治療が受けられ
るよう、科学的根拠に基
づくがん検診の受診が
促進されている

がん検診受診
率

国民生活基礎
調査（厚生労働
省）

令和4年

陽性反応適中
度

がん検診等結
果報告（新潟
県）

令和3年度 ％
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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

院内がん登録を
実施している医
療機関

院内がん登録
全国集計報告
書（国立がん研
究センター）

令和3年 医療機関 増加させる 14 1 5 0 4 1 2 1 875

DCO率

全国がん登録
における登録
罹患数のうち
死亡データの
みで把握され
た割合

全国がん登録
（国立がん研究
センター）

令和元年 ％ 減少させる 1.1 1.7

全体 増加させる 11.6 11.4

小学校 増加させる 9.1 9.5

中学校 増加させる 19 14.7

高等学校 増加させる 5.7 11.7

にいがた健康経
営推進企業登
録数

県調べ 令和5年 企業 増加させる 1191

がん診療連携
拠点病院等が
整備されていな
い空白圏域の
数（再掲）

二次医療圏
がん診療連携
拠点病院等（厚
生労働省HP）

令和4年 数 0 1 0 0 1 0 0 0 0

がん診療連携
拠点病院等の
数

がん診療連携
拠点病院等指
定数（厚生労働
省HP）

令和4年 数 増加させる 9 1 3 0 2 1 1 1 456

がん診療連携
拠点病院に準じ
る病院の数

県調べ 令和4年 数 現状維持 5 0 2 0 2 0 1 0

がん治療認定
医数

日本がん治療
認定医機構が
認定したがん治
療認定医の数
（日本がん治療
認定医機構
HP）

令和4年 人 増加させる 234 18,089

がん専門看護
師数

がん看護分野
で日本看護協
会により認定を
受けた専門看
護師の数（日本
看護協会）

令和4年 人 増加させる 20 980

がん専門薬剤
師数

日本医療薬学
会により認定さ
れたがん専門
薬剤師の数（日
本医療薬学会）

令和4年 人 現状維持 10 731

病院における悪
性腫瘍手術の
実施件数

病院における
悪性腫瘍実施
件数（診療所
は除く）

医療施設調査 令和2年 件数 増加させる 1,179 66 600 40 212 121 134 6

放射線治療（体
外照射、組織内
照射）の実施件
数

病院における
悪性腫瘍実施
件数（診療所
は除く）

医療施設調査 令和2年 件数 増加させる 4,553 26 2,877 199 405 365 668 13

病院における外
来化学療法の
実施件数

病院における
悪性腫瘍実施
件数（診療所
は除く）

医療施設調査 令和2年 件数 増加させる 6,506 468 3,174 186 1,386 465 722 105

％

Ｃ 8

がん診療連携拠点病院
等を中心としたがん医
療の均てん化と集約化
を図る

C 8

がん診療連携拠点病院
等を中心としたがん医
療の均てん化と集約化
を図る

Ｃ 7

学校におけるがん教育
の推進、企業等と連携
した普及啓発等による
社会教育の推進によ
り、社会全体のがんに
対する理解が深まって
いる

外部講師を活
用してがん教育
を実施した学校
の割合

がん教育実施
状況調査（文部
科学省）

令和4年度

Ｃ 6
がん登録が普及・充実
し、登録精度の向上が
図られている
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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

がん治療認定
医数（再掲）

日本がん治療
認定医機構が
認定したがん治
療認定医の数
（日本がん治療
認定医機構
HP）

令和4年 人 増加させる 234 18,089

がん専門看護
師数（再掲）

がん看護分野
で日本看護協
会により認定を
受けた専門看
護師の数（日本
看護協会）

令和4年 人 増加させる 20 980

がん専門薬剤
師数（再掲）

日本医療薬学
会により認定さ
れたがん専門
薬剤師の数（日
本医療薬学会）

令和4年 人 現状維持 10 731

がん診療連携
拠点病院等に
おいてカンファ
レンス等を実施
している病院の
割合

国指定のがん
診療連携拠点
病院等の中で
確認

県調べ 令和4年 ％ 100 100 100 100 100 100 100 100

院内又は地域
の歯科医師と連
携してがん患者
の口腔管理を
行うがん診療連
携拠点病院等
の数

「がん患者に
対して、周術
期の口腔健康
管理や、治療
中の副作用・
合併症対策、
口腔リハビリ
テーションな
ど、必要に応
じて院内又は
地域の歯科医
師と連携して
対応している」
と回答した拠
点病院等の数

がん診療連携
拠点病院等現
況報告書より

令和3年 病院 全病院 9 1 3 0 2 1 1 1 456

緩和ケア研修会
修了者数

医療従事者全
て

県調べ 令和4年度 数 増加させる 209 17 83 0 55 19 19 16

緩和ケア研修会
指導者数

医療従事者全
て

日本緩和医療
学会調べ（総
数）

令和4年 数 増加させる 82

緩和ケア研修会
を実施している
病院数

1病院で1年に
2回研修実施
している場合
は2とカウント
する

県調べ 令和4年 数 増加させる 10 1 4 0 2 1 1 1

入院緩和ケアの
実施件数

A226-2 緩和
ケア診療加算
またはA226-3
有床診療所緩
和ケア診療加
算の算定件数

NDB 令和3年 件数 増加させる 7,014 0 6,488 0 485 41 0 0

外来緩和ケアの
実施件数

B00124 外来
緩和ケア管理
料の算定件数

NDB 令和4年 件数 増加させる 207 0 77 0 109 21 0 0

Ｃ 9

がん診療連携拠点病院
等における多職種での
チーム医療を実施する
体制の構築

Ｃ 10
がんと診断された時か
らの緩和ケア提供体制
の構築
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第８次新潟県地域保健医療計画 「がん」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

C 10
がんと診断された時か
らの緩和ケア提供体制
の構築

緩和ケア病棟を
有する病院数

二次医療圏編
第２７表　病院
数（重複計
上）；病床数；
患者数，緩和
ケアの状況・
二次医療圏別

医療施設調査 令和2年 数 増加させる 8 0 4 1 2 0 1 0

緩和ケア病棟を
有する病床数

二次医療圏編
第２７表　病院
数（重複計
上）；病床数；
患者数，緩和
ケアの状況・
二次医療圏別

医療施設調査 令和2年 数 増加させる 183 0 89 30 46 0 18 0

緩和ケアチーム
のある病院数

二次医療圏編
第２７表　病院
数（重複計
上）；病床数；
患者数，緩和
ケアの状況・
二次医療圏別

医療施設調査 令和2年 数 増加させる 15 0 5 2 4 2 1 1 1,124

妊孕性温存療
法助成事業に
おける実績数

県調べ 令和4年度 件 増加させる 11

がん・生殖医療
ネットワークに
おける妊孕性温
存療法実施施
設数

診療所を含む 県調べ 令和4年 数 現状維持 2 0 2 0 0 0 0 0

がん相談支援
センターにおけ
る相談件数

国指定のがん
診療連携拠点
病院等の中で
カウント

がん診療連携
拠点病院等指
定更新・現況報
告書

令和3年 件数 増加させる 17,408 1,586 12,883 0 1,100 884 822 133

相談員研修を
受講した相談員
の人数

小児がん診療
連携拠点病院
等は除く

がん診療連携
拠点病院等指
定更新・現況報
告書

令和4年 人 増加させる 42 2,272

就労に関する相
談件数

小児がん診療
連携拠点病院
等は除く

がん診療連携
拠点病院等指
定更新・現況報
告書

令和4年 件数 増加させる 272 26,891

長期療養者就
職支援事業を
活用した就職者
数

新潟県労働局
で確認してい
るもの

新潟県労働局
調べ

令和4年 人 増加させる 50 1,896

在宅がん総合
診療科の算定
件数（再掲）

算定件数
在宅がん医療
総合診療料の
算定件数

令和3年 件数 増加させる 2,426 0 33 0 0 0 2393 0

末期のがん患
者に対して在宅
医療を提供する
医療機関数（再
掲）

医療機関（調
査年度3月31
日現在）

在宅末期医療
総合診療料届
出施設数（診療
報酬施設基準）

令和2年 数 増加させる 102 3 35 4 22 11 27 0

地域連携クリ
ティカルパスに
基づく診療計画
策定等実施件
数

B005-6 治療
連携計画策定
料の算定件数

NDB 令和3年度 件数 増加させる 1,018 78 696 0 166 0 78 0

地域連携クリ
ティカルパスに
基づく診療提供
等実施件数

B005-6 治療
連携計画策定
料の算定件数

NDB 令和3年度 件数 増加させる 12,300 948 7,562 1,236 1,825 135 594 0

訪問看護利用
者数

訪問看護利用
者数（精神以
外）算定回数

NDB　C005 在
宅患者訪問看
護･指導料の算
定件数

令和3年度 件数 現状維持 611 101 0 38 0 400 0 72

Ｃ 14

高齢のがん患者がそれ
ぞれの状況に応じた適
切ながん医療を受けら
れるように支援が受け
られる

Ｃ 12

がん診療連携拠点病院
等を中心とした相談支
援体制の整備、情報収
集・発信を含めた患者
や患者家族等への支援

Ｃ 13

がんの治療後におけ
る、多職種の連携によ
る支援可能な体制の構
築や在宅医療を提供す
る医療機関の整備

C 10
がんと診断された時か
らの緩和ケア提供体制
の構築

Ｃ 11

小児・AYA世代の患者
とその家族が安心して
医療や支援を受けられ
る体制の整備
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⑧脳血管疾患者やそ
の家族の生活をサ
ポートできる環境が
整備されている。

治療と仕事の両立に関する相談窓
口を設置している病院数

31 -

増加

訪問看護を提供している事業所数
★

7.8 11.9
目標について･･･事業主体が市町村である等、目標の設定が困難なものは空白
受療率について・・・例えば、健診受診を増加させることによって、受診勧奨が進み、受療率が一時的に
　　　　　　　　　　増加するといったことが考えられる。予防施策等を推進し、長期的に減少を目指
                    す。
★･･･人口１０万人当たり
SCR･･･全国の性・年齢階級別レセプト出現率を対象地域に当てはめた場合に計算により求められる
　　　期待されるレセプト件数と実際のレセプト件数とを比較したもの。年齢構成の異なる地域間の比較
      に用いられ、SCRが100以上の場合は全国平均より当該項目の件数が多いとされる。

増加

⑦生活機能の維持・
向上のための体制が
整備されている。

4,522 5,619

増加-

2.25

訪問リハビリを提供している事業
所数★

2.1 3.9

訪問看護を受ける患者数（介護）★

通所リハビリを提供している事業
所数★

5.4 6.3
民間企業の障害者雇用率 2.23

⑤脳血管疾患者の治
療と仕事の両立がで
きている。

治療と仕事の両立支援相談件数 57

通所リハビリを受ける利用者数★ 4,938 5,457

訪問看護を受ける患者数（医療）★ 300 374

⑥医療機関や施設、
地域の保健医療福祉
サービスとの連携体
制が整備されてい
る。

脳血管疾患地域連携クリティカル
パス導入医療機関数

138 -

地域の保健医療サービス又は福祉
サービスを提供する者との連携に
関する窓口のある医療機関数

182 - 増加
訪問リハビリを受ける患者数・利用者
数（介護）★

882 1134

増加

訪問リハビリを受ける患者数・利用者
数（医療）★

110.9 212.5

- 増加

脳卒中患者に対するリハビリテーショ
ンの実施件数（SCR）

109.2 100 維持
介護が必要な高齢者
の割合

19.0%

137,736 維持 ADL改善率 57.3%

18.5% 維持

言語聴覚士数★ 14.6 14.1

④【回復期・維持
期・生活期】治療・
リハビリテーション
を受けることができ
る。

脳卒中患者に対するリハビリテーショ
ンの実施件数（算定回数）★

107,896

医療ソーシャルワーカー数★ 5.3 2.7357

増加
B 中間アウトカム 指標 新潟 全国 目標

増加

目標

作業療法士数★ 35.2 40.2

②脳血管疾患者及びその
家族が希望に沿った生活
を送ることができる。

在宅等生活の場に復
帰した脳血管疾患患
者の割合

54.4%

A 最終アウトカム 指標 新潟 全国
理学療法士数★ 50.0 79.4

55.2%

増加

脳卒中患者に対する嚥下訓練の実施件
数（急性期）（SCR） 89.8 100.0 増加

脳血管疾患リハビリテーションが
実施可能な医療機関数★

2.6 2.5 増加

脳卒中患者に対する嚥下訓練の実施件
数（急性期）（算定回数）★ 45.2 67.6 増加

地域包括ケア病床数★ 100.1 73.9

くも膜下出血に対する脳動脈瘤クリッ
ピング術の実施件数（SCR） 62.2 100 増加

⑤リハビリテーショ
ン実施体制が整備さ
れている。

回復期リハビリテーション病床数
★

56.2 68.2 増加 くも膜下出血に対する脳動脈瘤コイル塞
栓術の実施件数（算定回数）★ 11.1

くも膜下出血に対する脳動脈瘤コイル
塞栓術の実施件数（SCR） 89.3 100 増加

11.8

増加

一次脳卒中センターがある圏域数 7 - 維持
くも膜下出血に対する脳動脈瘤クリッピ
ング術の実施件数（算定回数）★ 6.2 9.3 増加

脳梗塞に対する脳血管内治療（経皮的脳
血栓回収療養等）の実施件数（SCR） 65.1 100

脳梗塞に対する脳血管内治療（経皮的脳血栓
回収療養等）の実施件数（算定回数）★ 7.9 10.5

11.4 10.7 増加

④地域に脳卒中の急
性期医療に対応でき
る体制が整備されて
いる。

脳神経内科医師数★ 6.9 4.6

脳梗塞に対するt-PAによる血栓溶解法
の実施件数（SCR）

91.9 100

③急性期医療を担う
医療機関へ迅速に搬
送できる体制が整っ
ている。

救急隊の救急救命士常時運用率 94.7% 93.2%

増加

脳神経外科医師数★ 5.4 5.8

目標

ドクターヘリランデブーポイント
数

956 - 増加

③【急性期】発症後
早期に専門的な治
療・リハビリテー
ションを受けること
ができる。

維持
B 中間アウトカム 指標 新潟 全国

ドクターヘリ応需率 81.1 -

増加

脳梗塞に対するt-PAによる血栓溶解法
の実施件数（算定回数）★

健康寿命（女） 75.68 75.38 延伸増加

ドクヘリでの脳血管障害患者の搬送件
数

121 -

健康寿命（男） 72.61 72.68 延伸

増加
覚知から医療機関への収容までに要し
た平均時間（t-PA適応なしの疑い）
（分）

48 -

減少
脳血管疾患の年齢調
整死亡率（女）★

68.8 56.4
覚知から医療機関への収容までに要し
た平均時間（くも膜下出血疑い・t-PA
適応ありの疑い）（分）

47 - 減少

特定保健指導実施率 27.2% 24.6% 増加

②循環器病対策につ
いて県民が理解をし
ている。

教育機関（小学校等）における循
環器病の初期症状と適切な予防等
についての普及実施件数

- -

脳血管疾患の年齢調
整死亡率（男）★

116.3 93.8 減少

82.3% - 増加

①脳卒中による死亡者数
が減少するとともに健康
寿命が延伸している。

減少

維持

目標A 最終アウトカム 指標 新潟 全国

82.4% -

特定健康診査受診率 61.5% 56.5% 増加

②患者ができるだけ
早期に専門医療機関
へ搬送される。

脳卒中疑いの1回目での救急応需率
（くも膜下・t-PA適応）

目標B 中間アウトカム 指標 新潟 全国
特定健診受診者のうちﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝ
ﾄﾞﾛｰﾑ該当者割合 15.7% 16.6% 減少

脳卒中疑いの1回目での救急応需率
（t-PA適応なし）

増加

糖尿病患者の年齢調整外来受療率
★

80.4 92.0 減少

脂質異常症患者の年齢調整外来受
療率★

75.5 67.7 減少

高血圧性疾患患者の年齢調整外来
受療率★

227.8 215.3 減少

健診受診率（女） 75.4% 69.7% 増加

脳血管疾患受療率（外来）★ 62.0 59.0 減少

98.0 減少

全国

健診受診率（男） 80.1% 76.7% 増加

目標
喫煙率（女） 7.4% 7.7% 減少

①脳卒中の発症者が
減少している。

脳血管疾患受療率（入院）★ 97.0

B 中間アウトカム 指標 新潟 全国

新潟 全国

増加

喫煙率（男） 27.9% 25.4% 減少

C初期アウトカム 指標 新潟 全国 目標

①県民の健康意識が
向上している。

禁煙外来を行っている医療機関数
★

10.6 12.8

目標 A最終アウトカム 指標 新潟目標 B中間アウトカム 指標
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指標名 定義詳細 出典

A ① 脳血管疾患の年齢調整死亡率（男）

A ① 脳血管疾患の年齢調整死亡率（女）

A ① 健康寿命（男）

A ① 健康寿命（女）

A ② 在宅等生活の場に復帰した脳血管疾患患者の割合

病院退院票(7)「脳血管疾患」X病院退院票(14)退院後の行き
先「家庭」で個票解析
･一般診療所退院票(7)「脳血管疾患」X一般診療所退院票(14)
退院後の行き先「家庭」で個票解析

患者調査　令和２年

A ② ADL改善率

入院時の日常生活機能評価が10点以上又は機能的自立度評価
法（FIM）得点で55点以下であった患者のうち、入院時に比較
して退院時（転院時を含む）の日常生活機能評価が3点以上
（回復期リハビリテーション病棟入院料１又は２の場合には4
点以上）又はFIM総得点で12点以上（回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料１又は２の場合には16点以上）改善していた患
者数の割合

令和４年度病床機能報告

A ② 介護が必要な高齢者の割合 分子；第1号被保険者数　分母；65歳以上人口 介護事業状況報告（月報）令和４（2022）年度末

B ① 脳血管疾患受療率（入院）

B ① 脳血管疾患受療率（外来）

B ② 脳卒中疑いの1回目での救急応需率（くも膜下出
血・t-PA適応あり）

実施基準に該当した脳卒中疑いで、くも膜下出血疑い、また
は発症後4.5時間以内（t-PA治療が適応できる）の患者の受入
照会数が1回の割合

B ② 脳卒中疑いの1回目での救急応需率（t-PA適応な
し）

実施基準に該当した脳卒中疑いで、発症後4.5時間を超える
（t-PA治療が適応ができない）の患者の受入照会数が1回の割
合

B ② 覚知から医療機関への収容までに要した平均時間
（くも膜下出血疑い・t-PA適応ありの疑い）（分）

覚知から医療機関への収容までに要した平均時間（くも膜下
出血疑い・t-PA適応ありの疑い）（分）

B ② 覚知から医療機関への収容までに要した平均時間
（t-PA適応なしの疑い）（分）

覚知から医療機関への収容までに要した平均時間（t-PA適応
なしの疑い）（分）

B ② ドクターヘリでの脳卒中患者の搬送件数
ドクターヘリで搬送した件数（脳梗塞、くも膜下出血、脳出
血）

日本航空医療学会　令和３（2021）年度

B ③ 脳梗塞に対するt-PAによる血栓溶解法の実施件数
（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 脳梗塞に対するt-PAによる血栓溶解法の実施件数
（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ 脳梗塞に対する脳血管内治療（経皮的脳血栓回収療
養等）の実施件数（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 脳梗塞に対する脳血管内治療（経皮的脳血栓回収療
養等）の実施件数（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ くも膜下出血に対する脳動脈瘤クリッピング術の実
施件数（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ くも膜下出血に対する脳動脈瘤クリッピング術の実
施件数（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ くも膜下出血に対する脳動脈瘤コイル塞栓術の実施
件数（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ くも膜下出血に対する脳動脈瘤コイル塞栓術の実施
件数（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ 脳卒中患者に対する嚥下訓練の実施件数（急性期）
（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 脳卒中患者に対する嚥下訓練の実施件数（急性期）
（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ④ 脳卒中患者に対するリハビリテーションの実施件数
（算定回数）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ④ 脳卒中患者に対するリハビリテーションの実施件数
（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ④ 訪問リハビリを受ける患者数・利用者数（医療） C006在宅患者訪問リハビリテーション料　算定件数
厚生労働省「NDB（National Data Base）」（平成29年度診療
分）

B ④ 訪問リハビリを受ける患者数・利用者数（介護） 訪問リハビリテーションサービス　受給者数（年度累計） 令和２年度介護保険事業状況報告（年報）
B ④ 通所リハビリを受ける利用者数 通所リハビリテーションサービス　受給者数（年度累計） 令和２年度介護保険事業状況報告（年報）

B ④ 訪問看護を受ける患者数（医療）

C005在宅患者訪問看護・指導料（保健師、助産師、看護師
（週３日目まで）・准看護師（週３日目まで）・保健師、助
産師、看護師（週４日目以降）・准看護師（週４日目以
降）・緩和、褥瘡ケア専門看護師）　算定件数

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ④ 訪問看護を受ける患者数（介護） 訪問看護サービス　受給者数（年度累計） 令和２年度介護保険事業状況報告（年報）

B ⑤ 治療と仕事の両立支援相談件数
新潟産業保健総合支援センターにおける治療と仕事の両立支
援の新規相談者数

（独）労働者健康安全機構　新潟産業保健総合支援センター
調べ　令和４年度

B　⑤ 民間企業の障害者雇用率 民間企業の障害者雇用率 障害者雇用状況の集計結果　令和４年

指標名 定義詳細 出典

C ① 禁煙外来を行っている医療機関数 禁煙外来を設置している病院数・一般診療所数の合計 令和２年医療施設静態調査

C ① 喫煙率（男）

C ① 喫煙率（女）

C ① 健診受診率（男）

C ① 健診受診率（女）

C ① 高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率
高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準
人口：昭和60年人口モデル

C ① 脂質異常症患者の年齢調整外来受療率
脂質異常症患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準人
口：昭和60年人口モデル

C ① 糖尿病患者の年齢調整外来受療
糖尿病患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準人口：
昭和60年人口モデル

令和２年患者調査を基に計算

C ① 特定健診受診者のうちメタボリックシンドローム該
当者割合

特定健診受診者のうちメタボリックシンドローム該当者割合

C ① 特定健康診査受診率

C ① 特定保健指導実施率

C ② 教育機関（小学校等）における循環器病の初期症状
と適切な対応等についての普及実施件数

教育機関（小学校等）において循環器病の初期症状と適切な
対応等についての普及啓発を行った件数

県独自調査

C ③ 救急隊の救急救命士運用率
救急隊を24 時間365 日全ての救急事案で救急救命士が搭乗す
る体制としている割合

令和４年版 救急救助の現況

C ③ ドクターヘリ応需率 消防本部等からの出動要請にドクターヘリが応需した率 県独自調査　令和４年度

C ③ ドクターヘリ ランデブーポイント数 ドクターヘリ運航会社が登録したランデブーポイントの総数 県独自調査　令和５年４月１日時点

C ④ 神経内科医師数 主たる診療科を神経内科とする医療施設従事医師数 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計

C ④ 脳神経外科医師数 主たる診療科を脳神経外科とする医療施設従事医師数 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計

C ④ 一次脳卒中センターがある圏域数
一般社団法人日本脳卒中学会が認定する一次脳卒中センター
のある圏域数

一般社団法人日本脳卒中学会

C ⑤ 回復期リハビリテーション病床数 回復期リハビリテーション病棟入院料１～６　届出病床数 令和４年度病床機能報告

C ⑤ 地域包括ケア病床数
地域包括ケア病棟入院料１～４　地域包括ケア入院医療管理
料１～４

令和４年度病床機能報告

C ⑤ 脳血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療機
関数

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）届出施設数 地方厚生局届出受理（令和５年８月時点）

C ⑤ 理学療法士数

C ⑤ 作業療法士数

C ⑤ 言語聴覚士数

C ⑥ 脳血管疾患地域連携クリティカルパス導入医療機関
数

（脳血管に関する）地域医療連携クリティカルパスの有無 医療機能情報（令和５年10月時点）

C ⑥ 地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供す
る者との連携に関する窓口のある医療機関数

地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との
連携に関する窓口のある医療機関数

医療機能情報（令和５年10月時点）

C ⑥ 医療ソーシャルワーカー数 病院従事者数のうち医療社会事業従事者数（常勤換算） 令和２年医療施設静態調査

C ⑦ 訪問リハビリを提供している事業所数 訪問リハビリテーションサービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑦ 通所リハビリを提供している事業所数 通所リハビリテーションサービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑦ 訪問看護を提供している事業所数 訪問看護サービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑧ 治療と仕事の両立に関する相談窓口を設置している
病院数

治療と仕事の両立に関して、事業場関係者や患者（労働者）
やその家族からの相談窓口を設置している病院数

新潟産業保健総合支援センター

・指標番号はロジックモデルに対応した番号です。
・各表列の値1はその表に当該項目のデータセットが設定されていることを表し、値NAは設定されていないことを表しています。
　なお、データセットの設定があっても、出典元に当該項目のデータ記載がない場合は空欄で代替していますが、値が0を意味する場合と実際には値があるが集計対象外のため記載がない場合などがありますのでご注意ください。
・SPO分類列では、S（ストラクチャー）、P（プロセス）、O（アウトカム）の他に、基本指標を便宜的にBとしています。

令和２年医療施設静態調査病院・一般診療所の従事者数（常勤換算）

令和２年患者調査を基に計算

令和２年患者調査を基に計算

医療保険者から国に報告された特定健康診査・特定保健指導
の実施結果

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」
令和３年度

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」
令和３年度

世帯人員（40歳～74歳）で「健診等の受診あり」と回答した
人の割合

令和４年国民生活基礎調査

世帯人員（20歳以上）で「毎日吸っている・時々吸う日があ
る」と回答した人の割合

令和４年国民生活基礎調査

H004 摂食機能療法（1日につき）（30分未満・入院）

H001脳血管疾患等リハビリテーション料（入院+外来）

K177 脳動脈瘤頸部クリッピング（１箇所・２箇所以上）

K178 脳血管内手術（１箇所・２箇所以上・脳血管内ステン
ト）

K178-4 経皮的脳血栓回収術

患者調査　令和２年

新潟県救急搬送・受入協議会　令和３年データ

脳血管疾患受療率（人口10万人対）

A205 -2超急性期脳卒中加算（入院初日）

日常生活に制限のない期間の平均
「健康日本21（第二次）推進専門委員会資料」（厚生労働
省）

脳血管疾患患者の年齢調整死亡率 人口動態特殊報告　令和２年（平成27年モデル人口）
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⑧心血管疾患者やその家族
の生活をサポートできる環
境が整備されている。

治療と仕事の両立に関する相談
窓口を設置している病院数

31 - 増加

⑦生活機能の維持・向上の
ための体制が整備されてい
る。

訪問リハビリを提供している事
業所数★

2.1 3.9

目標について･･･事業主体が市町村である等、目標の設定が困難なものは空白
受療率について･･･例えば、健診受診を増加させることによって、受診勧奨が進み、受療率が一時的に増加するといった
                 ことが考えられる。予防施策等を推進し、長期的に減少を目指す。
★･･･人口１０万人当たり
SCR･･･全国の性・年齢階級別レセプト出現率を対象地域に当てはめた場合に計算により求められる
　　　期待されるレセプト件数と実際のレセプト件数とを比較したもの。年齢構成の異なる地域間の比較に
　　　用いられ、SCRが100以上の場合は全国平均より当該項目の件数が多いとされる。

増加

訪問看護を提供している事業所
数★

7.8 11.9
民間企業の障害者雇用率

⑤心血管疾患者の治療
と仕事の両立ができて
いる。

治療と仕事の両立支援相談件数 増加57 -

2.23 2.25

通所リハビリを提供している事
業所数★

5.4 6.3

介護が必要な高齢者の割合

訪問看護を受ける患者数（介護）★ 4,522 5,619

訪問看護を受ける患者数（医療）★ 300 374

増加
外来心血管疾患リハビリテーションの実
施件数（SCR）

102.8 100 維持

ADL改善率

医療ソーシャルワーカー数★ 5.3 2.7357

57.3% -

19.0% 18.5% 維持

通所リハビリを受ける利用者数★ 4,938 5,457

182 - 増加

93.5% 93.4%

④【回復期・維持期・
生活期】治療・リハビ
リテーションを受ける
ことができる。

外来心血管疾患リハビリテーションの実
施件数（算定回数）★

1,385 1,445 維持

訪問リハビリを受ける患者数・利用者数
（介護）★

882 1134

目標

⑥医療機関や施設、地域の
保健医療福祉サービスとの
連携体制が整備されてい
る。

心血管疾患地域連携クリティカ
ルパス導入医療機関数

34 - 増加

②心血管疾患者及びその家
族が希望に沿った生活を送
ることができる。

在宅等生活の場に復帰した
虚血性心疾患患者の割合

A 最終アウトカム 指標 新潟 全国

増加訪問リハビリを受ける患者数・利用者数
（医療）★

110.9 212.5

地域の保健医療サービス又は福
祉サービスを提供する者との連
携に関する窓口のある医療機関
数

減少

作業療法士数★ 35.2 40.2

理学療法士数★ 50.0 79.4

目標B 中間アウトカム 指標 新潟 全国

増加

心血管疾患リハビリテーション
が実施可能な医療機関数★

0.92 1.11 増加

入院心血管疾患リハビリテーションの実
施件数（SCR） 78.8

増加 入院心血管疾患リハビリテーションの実
施件数（算定回数）★ 2,345 6,110

100 増加

虚血性心疾患の退院患者平均在院日数 24.2 12.7

増加

⑤リハビリテーション実施
体制が整備されている。

回復期リハビリテーション病床
数★

56.2 68.2

地域包括ケア病床数★ 100.1 73.9

増加

虚血性心疾患に対する心臓血管外科手術
件数★ 6.8 11.5 増加

増加

経皮的冠動脈インターベンションの実施
件数（SCR） 54.7 100

目標

24時間体制で経皮的冠動脈イン
ターベンションが実施可能な病
院がある圏域数

6 - 維持

③【急性期】発症後早
期に専門的な治療・リ
ハビリテーションを受
けることができる。

来院後90分以内の冠動脈再開通達成率 19.2%

B 中間アウトカム 指標 新潟 全国

15.2% 維持

経皮的冠動脈インターベンションの実施
件数（算定回数）★

17.5 28.9

心臓血管外科医師数★ 2.0 2.6④虚血性心疾患の急性期医
療に対応できる体制が整備
されている。

循環器内科医師数★ 6.4 10.3

増加

健康寿命（男） 72.61 72.68
減少

急性心筋梗塞の年齢調整死
亡率（女）★

12.2 14.0

健康寿命（女） 75.68 75.38

維持

ドクターヘリでの心大血管心疾患者の搬
送件数

117

増加

延伸

- 維持

延伸
③急性期医療を担う医療機
関へ迅速に搬送できる体制
が整っている。

救急隊の救急救命士常時運用率 94.7% 93.2%

ドクターヘリランデブーポイン
ト数

956 -

ドクターヘリ応需率 81.1 -

減少

②患者ができるだけ早
期に専門医療機関へ搬
送される。

心筋梗塞疑いの1回目での救急応需率 70.5% - 増加

減少

目標 急性心筋梗塞の年齢調整死
亡率（男）★

26.1 32.5

覚知から医療機関への収容までに要した
平均時間（心筋梗塞疑い）（分）

52 -

増加

B 中間アウトカム 指標 新潟 全国

②循環器病対策について県
民が理解をしている。

教育機関（小学校等）における循
環器病の初期症状と適切な予防等
についての普及実施件数

- -

心疾患の年齢調整死亡率
（女）★

99.2 109.2 減少

190.1 減少
特定保健指導実施率 27.2% 24.6% 増加

目標

特定健康診査受診率 61.5% 56.5% 増加

①心疾患による死亡者数が
減少するとともに健康寿命
が延伸している

心疾患の年齢調整死亡率
（男）★

170.1

A 最終アウトカム 指標 新潟 全国

特定健診受診者のうちﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝ
ﾄﾞﾛｰﾑ該当者割合

15.7% 16.6% 減少

糖尿病患者の年齢調整外来受療
★

80.4 92.0 減少

脂質異常症患者の年齢調整外来
受療率★

75.5 67.7 減少

虚血性心疾患受療率（外来）★ 29.0 42.0 減少

9.0 減少

高血圧性疾患患者の年齢調整外
来受療率★

227.8 215.3 減少

健診受診率（女） 75.4% 69.7% 増加 ①心筋梗塞等の心血管
疾患の発症者が減少し
ている。

虚血性心疾患受療率（入院）★ 9.0

減少

増加

喫煙率（男） 27.9% 25.4% 減少

目標B 中間アウトカム 指標 新潟 全国健診受診率（男） 80.1% 76.7% 増加

目標

①県民の健康意識が向上し
ている。

禁煙外来を行っている医療機関
数★

10.6 12.8

目標 A　最終アウトカム 指標 新潟目標 B　中間アウトカム 指標 新潟 全国

喫煙率（女） 7.4% 7.7%

C　初期アウトカム 指標 新潟 全国 全国

9



指標名 定義詳細 出典

A ① 心疾患の年齢調整死亡率（男）

A ① 心疾患の年齢調整死亡率（女）

A ① 急性心筋梗塞の年齢調整死亡率（男）

A ① 急性心筋梗塞の年齢調整死亡率（女）

A ① 健康寿命（男）

A ① 健康寿命（女）

A ② 在宅等生活の場に復帰した虚血性心疾患患者の割合

･病院退院票(7)主病名「虚血性心疾患」X病院退院票(14)退院
後の行き先「家庭1～４」で個票解析
･一般診療所退院票(7)主病名「虚血性心疾患」X一般診療所退
院票(14)退院後の行き先「家庭1～４」で個票解析

患者調査　令和２年

A ② ADL改善率

入院時の日常生活機能評価が10点以上又は機能的自立度評価法
（FIM）得点で55点以下であった患者のうち、入院時に比較し
て退院時（転院時を含む）の日常生活機能評価が3点以上（回
復期リハビリテーション病棟入院料１又は２の場合には4点以
上）又はFIM総得点で12点以上（回復期リハビリテーション病
棟入院料１又は２の場合には16点以上）改善していた患者数の
割合

令和４年度病床機能報告

A ② 介護が必要な高齢者の割合 分子：第1号被保険者数　分母：65歳以上人口 介護事業状況報告（月報）令和４（2022）年度末

B ① 虚血性心疾患受療率（入院）

B ① 虚血性心疾患受療率（外来）

B ② 心筋梗塞疑いの1回目での救急応需率
実施基準に該当した心筋梗塞疑い患者の受入照会数が1回の割
合

B ②
覚知から医療機関への収容までに要した平均時間（心筋梗塞疑
い）（分）

覚知から医療機関への収容までに要した平均時間（心筋梗塞疑
い）（分）

B ② ドクターヘリでの心大血管心疾患者の搬送件数
ドクターヘリで搬送した件数（大動脈瘤・解離、急性冠症候
群）

日本航空医療学会　令和３（2021）年度

B ③ 来院後90分以内の冠動脈再開通達成率（％）

分子：来院後90分以内冠動脈再開通件数　算定回数（K5461 経
皮的冠動脈形成術（急性心筋梗塞）＋K5491  経皮的冠動脈ス
テント留置術（急性心筋梗塞））（入院+外来）
分母：心筋梗塞に対する冠動脈再開通件数　算定回数（K5461
経皮的冠動脈形成術（急性心筋梗塞）＋K5462 経皮的冠動脈形
成術（不安定狭心症）＋K5462経皮的冠動脈形成術（その他）
＋K5491 経皮的冠動脈ステント留置術（急性心筋梗塞）＋
K5492 経皮的冠動脈ステント留置術（不安定狭心症）＋K5493
経皮的冠動脈ステント留置術（その他））（入院+外来）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 経皮的冠動脈インターベンションの実施件数（算定回数）
厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③
急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈インターベンションの実施
件数（SCR）

内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ 虚血性心疾患に対する心臓血管外科手術件数
K551冠動脈形成術（血管内膜摘除）＋ K552冠動脈、大動脈バ
イパス移植術＋ K552-2冠動脈、大動脈バイパス移植術（人口
心肺を使用しないもの）

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 入院心血管疾患リハビリテーションの実施件数（算定回数）
厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ③ 入院心血管疾患リハビリテーションの実施件数（SCR）
内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ③ 虚血性心疾患の退院患者平均在院日数 退院患者平均在院日数　虚血性心疾患（病院＋一般診療所）

B ④ 外来心血管疾患リハビリテーションの実施件数（算定回数）
厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ④ 外来心血管疾患リハビリテーションの実施件数（SCR）
内閣府「医療提供状況の地域差」（NDB-SCR　令和２年度診療
分）

B ④ 通所リハビリを受ける利用者数 通所リハビリテーションサービス　受給者数（年度累計） 令和２年度介護保険事業状況報告（年報）

B ④ 訪問看護利用者数（医療）

C005在宅患者訪問看護・指導料（保健師、助産師、看護師（週
３日目まで）・准看護師（週３日目まで）・保健師、助産師、
看護師（週４日目以降）・准看護師（週４日目以降）・緩和、
褥瘡ケア専門看護師）　算定回数

厚生労働省「NDB（National Data Base）」（令和２年度診療
分）

B ④ 訪問看護利用者数（介護） （介護保険）　訪問看護サービス　受給者数（年度累計） 令和２年度介護保険事業状況報告（年報）

B ⑤ 治療と仕事の両立支援相談件数
新潟産業保健総合支援センターにおける治療と仕事の両立支援
の新規相談者数

（独）労働者健康安全機構　新潟産業保健総合支援センター調
べ　令和４年度

B　⑤ 民間企業の障害者雇用率 民間企業の障害者雇用率 障害者雇用状況の集計結果　令和４年

指標名 定義詳細 出典

C ① 禁煙外来を行っている医療機関数 禁煙外来を設置している病院数・一般診療所数の合計 令和２年医療施設静態調査

C ① 喫煙率（男）

C ① 喫煙率（女）

C ① 健診受診率（男）

C ① 健診受診率（女）

C ① 高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率
高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準人
口：昭和60年人口モデル

C ① 脂質異常症患者の年齢調整外来受療率
脂質異常症患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準人
口：昭和60年人口モデル

C ① 糖尿病患者の年齢調整外来受療
糖尿病患者の年齢調整外来受療率（10万人対）　基準人口：昭
和60年人口モデル

令和２年患者調査を基に計算

C ① 特定健診受診率 特定健診受診率

C ① 特定保健指導実施率
特定保健指導（積極的支援・動機づけ支援）の対象者数に対す
る修了者数の割合

C ②
教育機関（小学校等）における循環器病の初期症状と適切な予
防等についての普及実施件数

教育機関（小学校等）において循環器病の初期症状と適切な対
応等についての普及啓発を行った件数

県独自調査

C ③ 救急隊の救急救命士運用率
救急隊を24 時間365 日全ての救急事案で救急救命士が搭乗す
る体制としている割合

令和４年版 救急救助の現況

C ③ ドクターヘリ応需率 消防本部等からの出動要請にドクターヘリが応需した率 県独自調査　令和４年度

C ③ ドクターヘリ ランデブーポイント数 ドクターヘリ運航会社が登録したランデブーポイントの総数 県独自調査　令和５年４月１日時点

C　④ 循環器内科医師数 主たる診療科を循環器内科とする医療施設従事医師数 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計

C　④ 心臓血管外科医師数 主たる診療科を心臓血管外科とする医療施設従事医師数 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計

C　④
24時間体制で経皮的冠動脈インターベンションが実施可能な圏
域数

24時間体制で経皮的冠動脈インターベンションが実施可能な医
療機関がある圏域数

県独自調査

C ⑤ 回復期リハビリテーション病床数 回復期リハビリテーション病棟入院料１～６　届出病床数 令和４年度病床機能報告

C ⑤ 地域包括ケア病床数
地域包括ケア病棟入院料１～４　地域包括ケア入院医療管理料
１～４

令和４年度病床機能報告

C ⑤ 心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療機関数 心大血管リハビリテーション料Ⅰの届出医療機関数 地方厚生局届出受理（令和５年８月時点）

C ⑤ 理学療法士数

C ⑤ 作業療法士数

C ⑥ 心血管疾患地域連携クリティカルパス導入医療機関数
（心血管に関する）地域医療連携クリティカルパス有の医療機
関数

医療機能情報（令和５年10月時点）

C ⑥
地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連
携に関する窓口のある医療機関数

地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連
携に関する窓口のある医療機関数

医療機能情報（令和５年10月時点）

C ⑥ 医療ソーシャルワーカー数 病院従事者数のうち医療社会事業従事者数（常勤換算） 令和２年医療施設静態調査

C ⑦ 訪問リハビリを提供している事業所数 訪問リハビリテーションサービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑦ 通所リハビリを提供している事業所数 通所リハビリテーションサービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑦ 訪問看護を提供している事業所数 訪問看護サービス事業所数 介護サービス情報公表システム（令和５年6月末時点）

C ⑧ 治療と仕事の両立に関する相談窓口を設置している病院数
治療と仕事の両立に関して、事業場関係者や患者（労働者）や
その家族からの相談窓口を設置している病院数

新潟産業保健総合支援センター

令和２年患者調査を基に計算

病院・一般診療所の従事者数（常勤換算） 令和２年医療施設静態調査

令和２年患者調査を基に計算

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」令
和３年度

世帯人員（40歳～74歳）で「健診等の受診あり」と回答した人
の割合

令和４年国民生活基礎調査

世帯人員（20歳以上）で「毎日吸っている・時々吸う日があ
る」と回答した人の割合

令和４年国民生活基礎調査

患者調査　令和２年

H000心大血管疾患リハビリテーション料（１）（外来）

新潟県救急搬送・受入協議会　令和３年データ

K546経皮的冠動脈形成術（入院）

H000心大血管疾患リハビリテーション料（１）（入院）

「健康日本21（第二次）推進専門委員会資料」（厚生労働省）

虚血性心疾患受療率（人口10万人対） 患者調査　令和２年

日常生活に制限のない期間の平均

人口動態特殊報告　令和２年（平成27年モデル人口）

急性心筋梗塞患者の年齢調整死亡率

心疾患患者の年齢調整死亡率
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第８次新潟県地域保健医療計画　「糖尿病」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

NDB R2 ％ 1.04 1.22 1.19 1.16 0.88 0.84 1.12

新潟県
人工腎
臓透析
実施状
況調査

R4 人

県民健
康・栄
養実態
調査

R1 ％

都道府
県別年
齢調整
死亡率

R2 ％

NDB R2 ％ 92.4 92.9 92.4 92.3 92.7 94.2 92.8

特定健
診・保
健指導
に関す
るデー
タから
算出

R3 人

KDBより
算出

R3 %
（人）

KDBより
算出

R3 %
（人）

NDB R2 ％ 7.6 7.1 7.6 7.7 7.3 5.8 7.2

KDBより
算出

R3 %
（人）

NDB R3 ％

健診受診者で
糖尿病基準該
当者のうち、
医療機関未受
診者の割合①
市町村国保②
後期高齢者医
療

健診受診者で糖
尿病基準該当者
のうち、医療機
関未受診者の割
合①市町村国保
②後期高齢者医
療

減少させる
①7.1(2,289)
②4.6(1,127)

①14.9(906)
②12.4(722)

尿中アルブミ
ン検査実施率

D001尿中特殊物
質定性定量検査
の外来の尿中ア
ルブミン検査実
施件数（定性・
定量の合計）
/D005血液形態・
機能検査のHbA1c
検査実施件数

増加させる 3.49 3.64

HbA1c6.5%以上
の者の割合

特定健診受診
者、
40歳～74歳

減少させる 7.2 7.3

92.8 92.7

メタボリック
シンドローム
該当者及び予
備群の推定数

メタボリックシ
ンドローム該当
者（予備群数）
／特定健診受診
者数×５歳階級
別県人口により
算出（40歳～74
歳）

減少させる 27.6万人

Ｂ

1
生活習慣の改善によ
り、糖尿病の発症を予
防できている

HbA1c6.5%未満
の者の割合

特定健診受診
者、
40歳～74歳

増加させる

2

糖尿病の早期発見・早
期受診により、早い段
階で治療及び療養指導
を受けることができて
いる

健診未受診者
のうち、通院
中断者の割合
①市町村国保
②後期高齢者
医療

健診未受診者の
うち、通院中断
者の割合①市町
村国保②後期高
齢者医療

3

糖尿病性腎症の早期発
見・早期受診により、
早い段階で治療及び療
養指導を受けることが
できている

新潟県糖尿病
性腎症重症化
予防プログラ
ム対象者のう
ち、医療機関
未受診者の割
合①市町村国
保②後期高齢
者医療

新潟県糖尿病性
腎症重症化予防
プログラム対象
者のうち、医療
機関未受診者の
割合①市町村国
保②後期高齢者
医療

減少させる

減少させる ①0.67(2,954)
②1.80(6,802)

17.7

糖尿病の年齢
調整死亡率

糖尿病の年齢調
整死亡率

減少させる
①男性12.7
②女性6.9

1.12 1.46%

糖尿病性腎症
による新規人
工透析患者数

新規透析実施者
のうち、糖尿病
性腎症に起因し
ている患者数

210 272
（R3）

15,271人

Ａ 1

予防により糖尿病にな
らないこと、また、糖
尿病を早期に発見し適
切な時期に保健指導や
医療を受けることで、
できれば寛解を目指す
とともに、糖尿病の重
症化及び合併症の発症
と進展を防ぐことによ
り、県民の健康寿命が
延伸し、糖尿病の有無
に関わらず、生き生き
と暮らすことができて
いる

HbA1c8.0%以上
の者の割合

特定健診受診
者、
40歳～74歳

1.0

糖尿病有病者
数（糖尿病が
強く疑われる
者）の割合

「これまで医療
機関や健診で糖
尿病といわれた
ことの有無」に
「有」と回答し
た者の割合（20
歳以上、年齢調
整値）

減少させる

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 
目標値（R11） 現状値

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

3 KDB R3 ％

4

特定健
康診
査・特
定保健
指導に
関する
データ

R3 ％

特定健
康診
査・特
定保健
指導に
関する
データ

R3 ％

2

県民健
康・栄
養実態
調査

R4 ％

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 保険者

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 保険者

17

糖尿病・CKD治
療中断者・放
置者への受診
勧奨を実施す
る市町村国保
等保険者数

糖尿病・CKD治療
中断者・放置者
（健診受診・未
受診どちらも含
む）の把握を
し、把握した対
象者に対して受
診勧奨を実施し
ている市町村国
保等保険者数
（54保険者）

増加させる 30

61.5 56.2

特定保健指導
実施率

医療保険者から
国に報告された
特定保健指導の
実施結果

増加させる 27.2 24.7

Ｃ

1

特定健診・特定保健指
導の実施により、糖尿
病の予防が可能な体制
が整備されている

特定健診実施
率

医療保険者から
国に報告された
特定健康診査の
実施結果

増加させる

糖尿病や合併症の正し
い知識が得られている

糖尿病合併症
の認知度①腎
臓障害②視力
低下③神経障
害

「糖尿病が次の
病気などに影響
を与えることを
知っている」と
回答した者の割
合①腎不全（透
析導入）などの
腎臓の障害②失
明を含む視力低
下③足のしびれ
や痛み、壊疽も
含む神経の障害
（20歳以上、年
齢調整値）

増加させる

①84.7
②83.3
③77.1

3

市町村国保等保険者に
おいて、糖尿病の重症
化予防のため、健診・
医療機関未受診者対策
及び医療中断者・放置
者対策が実施されてい
る

健診未受診者
のうち、糖尿
病・CKDハイリ
スク者への受
診勧奨を実施
する市町村国
保等保険者数

健診未受診者の
うち、過去の健
診データやレセ
プト等から、糖
尿病・CKDハイリ
スク者の把握を
し、把握した対
象者に対して受
診勧奨を実施し
ている市町村国
保等保険者数
（54保険者）

増加させる

糖尿病の合併症に対し
ても該当した住民が安
心して専門治療を受け
ることができている

Ｂ

糖尿病性腎症の早期発
見・早期受診により、
早い段階で治療及び療
養指導を受けることが
できている

糖尿病患者に
対する尿中ア
ルブミン検査
実施率（市町
村国保・後期
高齢者医療）

尿中アルブミン
レセプトあり
（定性・定量の
合計）の者/糖尿
病レセプトあり
の者（市町村国
保・後期高齢者
医療）

増加させる 9.58
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人 12 21 10 16 10 26 1

健康づ
くり支
援課調
べ

R４ 保険者

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 地域

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

新潟県
歯科医
療機能
連携実
態調査
（健康
づくり
支援課
調べ）

R1 ％ 69.4 61.1 63.4 66.7 56.4 66.1 68.2

6

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 保険者

市町村国保等保険者に
おいて「新潟県糖尿病
性腎症重症化予防プロ
グラム」を踏まえた健
診・医療機関未受診者
対策及び医療中断者・
放置者対策が実施され
ている

健診未受診者
のうち、糖尿
病・CKDハイリ
スク者への受
診勧奨を実施
する市町村国
保等保険者数
（再掲）

健診未受診者の
うち、過去の健
診データやレセ
プト等から、糖
尿病・CKDハイリ
スク者の把握を
し、把握した対
象者に対して受
診勧奨を実施し
ている市町村国
保等保険者数
（54保険者）

増加させる 17

Ｃ

4

医療機関で糖尿病の治
療や療養指導が受けら
れる体制が整備されて
いる

「特定健診等
で医療機関を
勧められた方
へ適切な介入
を行う」協力
医数

協力医として、
現在取り組んで
いる役割として
「特定健診等で
糖代謝異常、腎
機能低下を指摘
され、受診勧奨
された者に対
し、適切な介入
を行う」と回答
した協力医数

増加させる 64

多職種と連携
する協力医数

協力医として、
現在取り組んで
いる役割として
「糖尿病療養指
導士、腎臓病療
養指導士等をは
じめ、地域の多
職種と連携しな
がら連携にあた
る」と回答した
協力医数

増加させる 14

5
市町村国保等保険者、
医療機関等の連携体制
が整備されている

医療連携体制
構築に取り組
む地域機関数

地域慢性腎臓病
（CKD）・糖尿病
対策連携事業を
実施した地域機
関数

増加させる 11

地域の糖尿
病・CKD対策に
携わる協力医
数

協力医として、
現在取り組んで
いる役割として
「専門的治療を
行う医療機関や
医療保険者、行
政等と連携し、
地域の糖尿病・
CKD対策に携わ
る」と回答した
協力医数

増加させる 41

糖尿病患者の
歯科治療に対
応できる歯科
診療所の割合

「糖尿病に対す
る医療を担う医
療機関と連携
し、歯科治療を
行うことができ
る」と回答した
歯科診療所の割
合

増加させる 63.6

96

保健指導・受
診勧奨従事者
の資質向上を
目指した取組
を実施する市
町村国保等保
険者数

保健指導、受診
勧奨従事者の資
質向上を目指し
た取組につい
て、「実施して
いる」と回答し
た市町村国保等
保険者数（54保
険者）

増加させる 32

新潟県地域糖
尿病・CKD協力
医等（以下、
協力医）数

県の地域糖尿
病・CKD協力医養
成研修を修了し
登録をした、地
域の糖尿病・CKD
対策に協力する
医師数

増加させる

13



下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

6

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 保険者

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人 12 21 10 16 10 26 1

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 地域

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

健康づ
くり支
援課調
べ

R4 人

新潟県
歯科医
療機能
連携実
態調査
（健康
づくり
支援課
調べ）

R1 ％ 69.4 61.1 63.4 66.7 56.4 66.1 68.2

9

新潟県
人工腎
臓透析
実施状
況調査

R4 人 1.23 0.96 1.10 0.97 0.96 0.98 0.97

糖尿病性腎症による透
析医療を県内どこでも
受けられる体制が整備
されている

県（圏域）内
居住患者数あ
たりの医療機
関受入可能患
者数

血液透析・血液
濾過透析におけ
る、居住患者数
あたりの医療機
関受入可能患者
数

1以上 1.00

糖尿病患者の
歯科治療に対
応できる歯科
診療所の割合
（再掲）

「糖尿病に対す
る医療を担う医
療機関と連携
し、歯科治療を
行うことができ
る」と回答した
歯科診療所の割
合

増加させる 63.6

8
市町村国保等保険者、
医療機関等の連携体制
が整備されている

医療連携体制
構築に取り組
む地域機関数
（再掲）

地域慢性腎臓病
（CKD）・糖尿病
対策連携事業を
実施した地域機
関数

増加させる 11

地域の糖尿
病・CKD対策に
携わる協力医
数（再掲）

協力医として、
現在取り組んで
いる役割として
「専門的治療を
行う医療機関や
医療保険者、行
政等と連携し、
地域の糖尿病・
CKD対策に携わ
る」と回答した
協力医数

増加させる 41

尿中アルブミ
ン検査実施を
心がける協力
医数

「日頃の診療で
糖尿病患者に対
して『尿中アル
ブミン検査』を
実施するように
心掛けている」
と回答した協力
医数

増加させる 61

多職種と連携
する協力医数
（再掲）

協力医として、
現在取り組んで
いる役割として
「糖尿病療養指
導士、腎臓病療
養指導士等をは
じめ、地域の多
職種と連携しな
がら連携にあた
る」と回答した
協力医数

増加させる 14

Ｃ

市町村国保等保険者に
おいて「新潟県糖尿病
性腎症重症化予防プロ
グラム」を踏まえた健
診・医療機関未受診者
対策及び医療中断者・
放置者対策が実施され
ている

糖尿病・CKD治
療中断者・放
置者への受診
勧奨を実施す
る市町村国保
等保険者数
（再掲）

糖尿病・CKD治療
中断者・放置者
（健診受診・未
受診どちらも含
む）の把握を
し、把握した対
象者に対して受
診勧奨を実施し
ている市町村国
保等保険者数
（54保険者）

増加させる 30

7

医療機関で合併症に関
する検査・治療が受け
られる体制が整備され
ている

新潟県地域糖
尿病・CKD協力
医等数（再
掲）

県の地域糖尿
病・CKD協力医養
成研修を修了し
登録をした、地
域の糖尿病・CKD
対策に協力する
医師数

増加させる 96

14



第８次新潟県地域保健医療計画 「精神疾患」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

良質な
精神保
健福祉
の提供
体制構
築を目
指した
モニタ
リング
研究

Ｒ元 日

国民生
活基礎
調査

Ｒ４ ％

B 1

NDB Ｒ２ 日

NDB Ｒ２ ％

630
調査

Ｒ４ 人

B 3
県民ア
ンケー
ト

Ｒ４ ％

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1

Ｃ 1

各医療機関の
機能が整理さ
れ、相互に連
携して医療が
提供される。

多様な精神
疾患等ごと
の県連携拠
点または地
域連携拠点
機能を整備
する圏域数

4

アルコール
依存症

増加させる 4

7

うつ・
躁うつ病

現状維持 7

統合失調症 現状維持

児童・
思春期
精神疾患

増加させる

65歳以
上：2,026
65歳未
満：1.044

地域住民が心
の健康を維持
するために予
防行動がとれ
るとともに、
必要時に適切
に相談・受診
を行うことが
できる。

悩みを抱え
たときやス
トレスを感
じたとき、
誰かに相談
をしたり、
助けを求め
たりするこ
とにためら
いを感じる
人の割合

減少させる 45.8

117.5 111.1

精神病床に
おける入院
後３,６,12
か月時点の
退院率

(Ｒ８）
３か月：
68.9以上
６か月：
84.5以上
12か月：
91.0以上

３か月：
59.3

６か月：
78.5

12か月：
87.0

３か月：
62.8

６か月：
79.8

12か月：
87.8

B 2

多機関・多職
種の重層的な
連携による支
援を受けるこ
とができる。

精神病床に
おける新規
入院患者の
平均在院日
数

減少させる

精神病床に
おける慢性
期入院患者
数（65歳以
上、65歳未
満）

６月30日時
点における
１年以上の
入院患者数

(Ｒ８）
65歳以上：
1,833
65歳未満：
989

多様な精神疾
患や状況に応
じた適切な医
療を受けるこ
とができる。

316.7 321.3

こころの健
康が保たれ
ている人の
割合

健康票　第
126表　世帯
人員（12歳
以上）のう
ち、直近1か
月のこころ
の状態（点
数階級）が5
点未満の人
の割合

増加させる 70.0 70.9

Ａ 1

精神障害の有
無や程度にか
かわらず、誰
もが希望する
地域で安心し
て日常生活を
継続すること
ができる。

精神障害者
の精神病床
から退院後
１年以内の
地域での平
均生活日数
（地域平均
生活日数）

（Ｒ８）
325.3以上

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 
目標値（R11） 現状値

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年
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障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1 1 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 圏域 1 1 1

2 NDB Ｒ２ か所

障害福
祉課調
べ

Ｒ５ か所 4 8 1 5 2 4 1

障害福
祉課調
べ

Ｒ４ 人

4
障害福
祉課調
べ

か所
回

5 NDB Ｒ２ か所

在宅で医療的
な支援を必要
とする精神疾
患患者が精神
科訪問看護を
受けられる。

精神科訪問
看護・指導
料を算定し
ている又は
精神科訪問
看護基本療
養費の届け
出を行って
いる施設数

（人口10万
人あたり医
療機関数）

増加させる
60

（2.68）
4,373

（3.33）

精神疾患患者
の人権に配慮
した医療が提
供される。

人権擁護に
かかる独自
の取組を
行っている
精神科病院
数及びその
取組数

人権擁護に
かかる独自
の取組を
行っている
精神科病院
数及びその
取組数

増加させる

DPAT隊員登
録数

DPATに関す
る研修を受
講し、新潟
県DPAT隊員
として登録
された者の
人数

増加させる 70

3

緊急時や非常
時において、
精神科医療を
必要とする患
者が適切な医
療を受けられ
る。

精神科救急
医療機関数

新潟県・新
潟市精神科
救急医療対
策事業契約
医療機関数

現状維持 25

ＰＴＳＤ 増加させる 3

摂食障害 増加させる 2

身体合併症を
有する精神疾
患患者が適切
な医療を受け
られる。

精神科救
急・合併症
入院料又は
精神科身体
合併症管理
加算を算定
した医療機
関数

（人口10万
人あたり医
療機関数）

増加させる
17

（0.76）
1,045

（1.02）

身体合併症 増加させる 5

災害精神
医療

増加させる 3

3

Ｃ

1

各医療機関の
機能が整理さ
れ、相互に連
携して医療が
提供される。

多様な精神
疾患等ごと
の県連携拠
点または地
域連携拠点
機能を整備
する圏域数

ギャンブル
等依存症

増加させる 3

薬物依存症 増加させる

てんかん 増加させる 2

精神科救急 現状維持 7

調査予定

16



6

厚生労
働省
地域保
健・健
康増進
事業報
告 地域
保健編
市区町
村編

Ｒ３ 件

7
障害福
祉課調
べ

Ｒ４ 回

8
障害福
祉課調
べ

Ｒ５ か所
市町
村：
２

市町
村：
２

市町
村：
３

市町
村：
６

市町
村：
４

市町
村：
１

市町
村：
１

9
障害福
祉課調
べ

Ｒ５ 回

10

医療機関や相
談窓口に関す
る情報にアク
セスしやす
い。

市町村：
19

圏域：７
（全圏
域）

地域住民が精
神疾患・精神
障害に対し理
解を深め、自
らの心の健康
に関心を持つ
とともにスト
レス対処法を
知る。

住民を対象
とした普及
啓発事業の
実施回数

県及び市町
村において
実施してい
る精神保健
医療福祉に
関する普及
啓発事業の
実施回数

増加させる

268,203
（143）

保健・医療・
福祉専門職が
精神保健医療
福祉に関する
知識を身につ
け、支援技術
が向上する。

精神保健医
療福祉に関
する専門研
修の開催回
数

県及び新潟
市において
実施してい
る精神保健
医療福祉に
関する研修
会の回数
精神保健福
祉年度報告
７－２生活
訓練等事業
実績調べ
支援従事者
研修等事業
開催回数

現状維持 54

Ｃ

身近な市町村
で精神保健福
祉に関する相
談が受けられ
る。

市町村にお
ける精神保
健福祉の相
談支援の実
施件数

第４６表
市区町村が
実施した精
神保健福祉
相談等の被
指導相談実
人員
（人口10万
人あたり件
数）

増加させる
6,656

（300.72
）

市町村や圏域
ごとに、多機
関・多職種の
連携による支
援体制が構築
される。

保健・医
療・福祉関
係者等の協
議の場を開
催している
市町村及び
圏域の数

増加させる

調査予定

17



第８次新潟県地域保健医療計画 「精神疾患（認知症）」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

介護保険総合
データベース
（地域包括ケア
見える化システ
ム）

R4 ％ 66.9% 68% 65.5% 71.5% 76.4% 72.5% 63.7%

630調査 R4.6 ％

630調査 R4.6 ％

在宅介護実態調
査
（地域包括ケア
見える化システ
ム）

地域支援事業取
組状況調査
認知症疾患医療
センター実施報
告書

B 1
高齢者基礎調査
（調査項目追加
予定）

人・
％

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 ％

サポート医・オ
レンジドクター
の活動状況につ
いて調査を実施

％

認知症疾患医療
センター実施報
告書に集計項目
を追加予定

件

サポート医・オ
レンジドクター
の活動状況につ
いて調査を実施
予定

件

-

認知症サポート
医・オレンジドク
ターにおける、地
域包括支援セン
ターへのMCIの人
の情報提供数

増加
させる

14.60% -

認知症サポート
医・オレンジドク
ターの実施する鑑
別診断に占める
MCI診断の割合

増加
させる

B 2

早期に受診・診断が行
われ、相談窓口や必要
な支援に繋ぐことがで
きている。

認知症疾患医療セ
ンターにおける鑑
別診断に占める
MCI診断の割合

年度実績
増加

させる

認知症疾患医療セ
ンターにおける、
地域包括支援セン
ターへのMCIの人
の情報提供数

増加
させる

認知症のリスク因子と
その対策が理解されて
いる。

認知症予防に関す
る知識を持ってい
る人の数・割合

増加
させる

在宅介護実態調査
のうち「不安に感
じる介護（認知症
場への対応）」の
回答状況

同上

認知症カフェやピ
アサポート事業等
へ参加している人
の状況

同上

13.66%

精神科病床におけ
る認知症者（アル
ツハイマー型・血
管性認知症）の退
院後施設等への転
帰割合

同上 44.07% 38.24%

※以下A-1に挙げた指標は、モニタリング指標

要介護・要支援認
定者数に占める認
知症日常生活自立
度度Ⅱ以上の人の
割合

モニタリ
ング指標
のため目
標設定し
ない

69.4% 61.1%

Ａ 1

適時に受診・相談でき
る体制が整っていて、
適切な診断・治療・ケ
アが受けられることに
より、希望する場所で
安心して日常生活を継
続できる。

最終アウトカムの達成状況は、ヒアリングと
モニタリング指標を併せて、総合的に評価する。

精神科病床におけ
る認知症者（アル
ツハイマー型・血
管性認知症）の退
院後在宅転帰割合

同上 11.02%

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 
目標値（R11） 現状値

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年
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第８次新潟県地域保健医療計画 「精神疾患（認知症）」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

精神保健福祉資
料
医療計画指標
データファイル

R2 回

サービス係に確
認

回

NDB R3 回

NDB R3 回 19 903 299

B 3

認知症介護実践
者研修・リー
ダー研修の自己
評価より集計予
定

％

特定健診・保健
指導に関する
データ

R2 ％

地域支援事業取
組状況調査

R4 市町村

厚生労働省:介
護予防・日常生
活支援総合事業
等（地域支援事
業）の実施状況
に関する調査

R4 箇所

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

かかりつけ医・サ
ポート医フォロー
アップ研修受講者
数

累計
増加

させる
150

31,823
（R3）

認知症介護基礎研
修修了者数

累計
増加

させる
1,233

78,244
（R3）

累計
増加

させる
2,090

188,622
（R3）

病院勤務以外の看
護師等認知症対応
力向上研修修了者
数

累計
増加

させる
259（R3）

Ｃ 2
医療・介護従事者に正
しい認知症の知識が普
及している。

かかりつけ医認知
症対応力向上研修
修了者数

累計
増加

させる
842

72,299
（R3）

歯科医師認知症対
応力向上研修修了
者数

累計
増加

させる
393

21,824
（R3）

薬剤師認知症対応
力向上研修修了者
数

累計
増加

させる
694

42,564
（R3）

看護職員認知症対
応力向上研修修了
者数

累計
増加

させる
941

25,832
（R3）

病院勤務の医療従
事者等認知症対応
力向上研修修了者
数

61.5% 56.2%

通所型サービスC
を実施している市
町村の数

年度実績
増加

させる
17 -

Ｃ 1

身近な地域に、健康づ
くりや介護予防やフレ
イル予防などを通じ、
健診や社会参加、交流
に繋がる活動を行う場
が整備されている。

特定健診実施率 年度実績
増加

させる

介護予防に資する
住民主体の通いの
場の個所数

年度実績
増加

させる
2,533 123,890

認知症の人のその時の
容態に最もふさわしい
場所で、適切な治療・
ケアが提供されてい
る。

認知症介護実践者
研修・リーダー研
修の研修修了時評
価において、研修
前評価よりケアの
知識技術の習得状
況の自己評価が向
上した人の割合

増加
させる

799 28,580

認知症療養指導料
算定回数

年度実績
増加

させる
1,724 58,685

1,041.6 745.7

認知症専門ケア加
算算定回数

年度実績
増加

させる

B 3

認知症の人のその時の
容態に最もふさわしい
場所で、適切な治療・
ケアが提供されてい
る。

認知症ケア加算算
定状況/人口10万
対総患者数

年度実績
増加

させる

認知症専門診断管
理料算定回数

年度実績
増加

させる
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第８次新潟県地域保健医療計画 「精神疾患（認知症）」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 件

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 件

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

高齢福祉保健課
調べ

R4 機関
数

10 48 12 10 6 16 4

サポート医・オ
レンジドクター
の活動状況につ
いて調査を実施
予定

地域支援事業取
組状況調査

R4 人

認知症コールセ
ンター実績報告
書

R4 人

厚生労働省「地
域包括支援セン
ターの事業評価
を通じた機能強
化について」に
係る業務実施状
況調査

R4 件

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 件

若年性認知症支
援コーディネー
ター実施報告書

R4 件

高齢者基礎調査
（調査項目追加
予定）

人・
％

サポーターの協
議会HPより

R5.6 人 400,000 291,476 13,597,119

-

5

認知症についての正し
い知識が県民に浸透
し、認知症に対する偏
見がなくなる。

認知症に関する正
しい知識や相談窓
口を知っている人
の数・割合

認知症サポーター
養成数

累計

Ｃ

認知症疾患医療セ
ンターへの相談件
数

年度実績
増加

させる
10,783

4

身近な地域において認
知症に関する様々な相
談ができる場や支援の
仕組みがあり、その窓
口や取組が広く知られ
ている。

地域包括支援セン
ターにおける認知
症に関する相談件
数

年度実績
増加

させる
28,178

若年性認知症支援
コーディネーター
への相談件数

年度実績
増加

させる
941

4

身近な地域において認
知症に関する様々な相
談ができる場や支援の
仕組みがあり、その窓
口や取組が広く知られ
ている。

初期集中支援チー
ムの訪問実人数

年度実績
増加

させる

認知症サポート医
数

累計
増加

させる
152

240
16,400
（R3）

認知症コールセン
ターへの相談実人
数

年度実績
増加

させる
431

認知症サポート
医・オレンジドク
ターと地域包括支
援センター等との
情報共有実績

認知症介護小規模
多機能型サービス
等計画作成担当者
研修修了者数

累計
増加

させる
593

31,255
（R3）

3

高齢者等と関わる人
が、認知症の徴候のあ
る人に気づき、適切な
関係者・窓口（家族・
かかりつけ医・専門医
療機関・包括・ケアマ
ネ・若年Co.等）へ繋
ぐことができる。

認知症疾患医療セ
ンターにおける鑑
別診断件数

年度実績
増加

させる

2
医療・介護従事者に正
しい認知症の知識が普
及している。

12,370
（R3）

にいがたオレンジ
ドクター認定医療
機関数

累計
増加

させる
106

3,822
93,710
（R3）

他機関からの認知
症疾患医療セン
ターへの紹介数
（受診の経緯）

年度実績
増加

させる
3,128

認知症介護管理者
研修修了者数

累計
増加

させる
1,878

99,514
（R3）

認知症介護開設者
研修修了者数

累計
増加

させる
209

16,029
（R3）

増加
させる

3,785
317,394
（R3）

認知症介護実践
リーダー研修修了
者数

累計
増加

させる
423

49,696
（R3）

認知症介護実践者
研修修了者数

累計
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第８次新潟県地域保健医療計画 「精神疾患（認知症）」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

関東信越厚生局
保険医療機関・
保険薬局の施設
基準の届出受理
状況

R2 機関
数

高齢福祉保健課
調べ

R5 施設
数

高齢福祉保健課
調べ

R4 人

厚生労働省「虐
待防止法」に基
づく対応状況調
査

R3 人

認知症コールセ
ンター実績報告
書

R4 人

認知症コールセ
ンター実績報告
書

R4 件

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 件

地域支援事業取
組状況調査

R4 箇所

厚生労働省「虐
待防止法」に基
づく対応状況調
査

R3 人

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 機関
数

サポート医・オ
レンジドクター
の活動状況につ
いて調査を実施
予定

機関
数

認知症疾患医療
センター実施報
告書

R4 件

10
地域支援事業取
組状況調査

R4
市町
村

認知症の人の意思が反
映されたサービス提供
や日常生活支援が行わ
れている。

認知症の方向けの
意思決定支援に関
する普及啓発や専
門職向け研修を実
施する市町村数

年度実績
増加

させる
4（研修
実施）

認知症サポート
医・オレンジドク
ターにおける、認
知症療養指導料の
算定医療機関数

7,903
（R3）

養護者よる虐待に
占める認知症日常
生活自立度Ⅱ以上
の人数

年度実績
減少

させる
240 8,250

9

かかりつけ医・専門医
療機関・介護関係者の
ネットワークが構築さ
れ、適切なサービスが
切れ目なく提供されて
いる。

認知症専門診断管
理料の算定医療機
関数

年度実績
増加

させる
7

認知症疾患医療セ
ンターから他機関
への紹介・情報提
供件数

年度実績
増加

させる
3,671

認知症疾患医療セ
ンターにおける家
族等からの相談件
数

年度実績
増加

させる
4,630

認知症コールセン
ターに相談した家
族等の実人数

年度実績
増加

させる
416

7

介護従事者の対応力向
上により、養介護施設
における虐待を防ぐこ
とができている。

BPSD研修の受講者
数

年度実績 現状維持 301

8

養護者が認知症の人に
ついての相談ができる
窓口があり、適切な支
援に繋ぐことができて
いる。

【再掲】地域包括
支援センターにお
ける認知症に関す
る相談数（C-4）

認知症コールセン
ターにおける他機
関への紹介等の件
数

年度実績
増加

させる
117

認知症カフェの設
置数

年度実績
増加

させる
153

養介護施設におけ
る虐待に占める認
知症日常生活自立
度Ⅱ以上の人数

年度実績
減少

させる
82 1,044

Ｃ

6

医療・介護従事者に身
体合併症やBPSD対応に
関する正しい知識が普
及し、適切な治療やリ
ハビリ、ケアが提供さ
れている。

認知症ケア加算算
定医療機関数

年度実績
増加

させる
71 3,904（R2）

認知症専門ケア加
算を算定している
サービス数

年度実績
増加

させる
82
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

1

救急救助の
現況
県MC協議会
資料

令和3年中 ％ 3.6% 11.6% 5.6% 12.2% 8.2%

1

救急救助の
現況
県MC協議会
資料

令和3年中 ％ 3.6% 9.5% 4.2% 10.2% 6.1%

1 救急救助の
現況

令和3年中 ％

1
救命救急セ
ンター充実
度段階評価

令和4年 人 542 1,678 880 674 493

1

救急救助の
現況・救急
患者搬送先
医療機関調
査

令和3年中 ％ 45.3% 26.5% 38.0% 44.4% 37.8% 44.5% 45.4%

1
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和４年４
月１日現在

人 5,132 19,125 3,761 16,247 10,988 11,110 6,119

1
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和４年４
月１日現在

人 6,579 6,051 9,836 5,023 4,491

2 救急救助の
現況

令和3年中 件

2 救急救助の
現況

令和3年中 件

2 救急救助の
現況

令和3年中 分 45.6分 48.9分 59.2分 41.6分 45.6分 40.3分 49.3分

2

救急搬送に
おける医療
機関の受入
状況等実態
調査

令和3年中 件 15 363 177 25 5 1 0

2

救急搬送に
おける医療
機関の受入
状況等実態
調査

令和3年中 件 80 234 255 87 28 15 10

42.8分

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

救急救命士に
よる特定行為
件数

特定行為の件数 増加させる 4587 262,645

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

受入困難事例
の件数

重症以上傷病者の
搬送において、現
場滞在時間が３０
分以上の件数

減少させる 709件 34709件

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

受入困難事例
の件数

重症以上傷病者の
搬送において、医
療機関に４回以上
受入れの照会を
行った件数

減少させる 586件 19174件

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

一般市民によ
る除細動が実
施件数

別表17 心肺機能停
止傷病者全搬送人
員のうち、一般市
民により除細動が
実施された件数
（都道府県別）

増加させる 32 1,719

44.3%

軽症患者の救急搬
送要請や二次救急
医療機関の利用が
少なくなっている

二次・三次救
急医療機関の
ウォークイン
患者数

救急医療提供体制
の現況調べの
ウォークインの受
入数（２次）

減少させる 72482

B

軽症患者の救急搬
送要請や二次救急
医療機関の利用が
少なくなっている

救急搬送患者
の軽症患者
割合

救急搬送された患
者のうち、傷病程
度が入院加療を必
要としない者の割
合

減少させる 35.8%

軽症患者の救急搬
送要請や二次救急
医療機関の利用が
少なくなっている

二次・三次救
急医療機関
のウォークイ
ン患者数

救急医療提供体制
の現況調べの
ウォークインの受
入数（救命救急セ
ンター）

減少させる 31980

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

平均搬送時間（全件）

別表９の１ 病院収
容所要時間別搬送
人員の状況（入電
から医師引継ぎま
でに要した時間別
搬送人員）

短くする 46.9分

目標値（R11） 現状値

患者が適切な救急
医療を受け、救
命・社会復帰・在
宅復帰している

救急受入重篤
患者数の退
院・転院人数

救命救急センター
充実度段階評価
「来院時の年間重
篤患者数」の退
院・転院人数

増加させる 4,267

患者が適切な救急
医療を受け、救
命・社会復帰・在
宅復帰している

心原性心肺機
能停止傷病者
(一般市民が目
撃した)のうち
初期心電図波
形がVF又は無
脈性VTの１ヶ
月後社会復帰
率

別表20 一般市民が
目撃した心原性心
肺機能停止傷病者
の生存率（10 ヵ年
比較、都道府県
別）

増加させる 22.7% 21.3%

Ａ

患者が適切な救急
医療を受け、救
命・社会復帰・在
宅復帰している

心原性でかつ
一般市民によ
り心肺機能停
止の時点が目
撃された症例
の1ヶ月後生存
率

別表18 一般市民が
目撃した心原性心
肺機能停止傷病者
の生存率（10 ヵ年
比較、都道府県
別）

増加させる 8.6% 11.1%

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏

患者が適切な救急
医療を受け、救
命・社会復帰・在
宅復帰している

心原性でかつ
一般市民によ
り心肺機能停
止の時点が目
撃された症例
の1ヶ月後社会
復帰率

別表18 一般市民が
目撃した心原性心
肺機能停止傷病者
の生存率（10 ヵ年
比較、都道府県
別）

増加させる 7.0% 6.9%

（参考）全国 
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

2

救急搬送に
おける医療
機関の受入
状況等実態
調査

令和3年中 ％ 1.5% 8.1% 15.3% 1.0% 0.5% 0.1% 0.0%

2

救急搬送に
おける医療
機関の受入
状況等実態
調査

令和3年中 ％ 7.9% 5.2% 22.1% 3.4% 2.9% 1.3% 2.2%

3
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和４年 人 3163 36004 13218 5231 1040 3112 624

3

県県消防課
調べ（救急
搬送受入れ
協議会資
料）

令和４年中 ％ 84.3% 55.3% 46.1% 81.4% 84.2% 94.8% 93.5%

3
救急患者搬
送先医療機
関調査

令和４年中 ％ 94.7% 95.4% 75.9% 99.0% 93.9% 98.7% 98.8%

3
救命救急セ
ンター充実
度段階評価

令和４年 ％

3
救命救急セ
ンター充実
度段階評価

令和４年 人 773 2269 1027 789 538

3 病床機能報
告

令和４年 人 0 1524 0 1346 0 0 0

3 病床機能報
告

令和４年 人 1,836 5,220 0 2,531 1,722 3,408 0

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - 80 - 34 - - -

3

内閣府「医
療提供状況
の地域差」
A205-02

令和2年度 ― 104.9 102.7 - 100.8 - - -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - 104 - - - - -

3

内閣府「医
療提供状況
の地域差」
K178-04

令和2年度 ― - 87.5 - - - - -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - 33 - 13 - 25 -
重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

くも膜下出血
に対する脳動
脈瘤クリッピ
ング術の
実施件数（算
定回数）

K177　脳動脈瘤頸
部クリッピング

増加させる 121

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

脳梗塞に対す
る血栓回収療
法の実施件数
（SCR）

K178-4　経皮的脳
血栓回収術

上昇させる 65 100.0

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

脳梗塞に対す
る血栓回収療
法の実施件数
（算定回数）

K178-4　経皮的脳
血栓回収術

増加させる 225

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

脳梗塞に対す
るt-PAによる
血栓溶解法の
実施件数
（SCR）

A205超急性期脳卒
中加算（入院初
日）

上昇させる 92 100.0

97.3%

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

救急受入重篤
患者数の受入
人数

救命救急センター
充実度段階評価
「来院時の年間重
篤患者数」の受入
人数

増加させる 5,396

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

脳梗塞に対す
るt-PAによる
血栓溶解法の
実施件数
（算定回数）

A205超急性期脳卒
中加算（入院初
日）

増加させる 210

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

ハイケアユ
ニット入院管
理料届出病床
等（４対１看
護病床）で治
療を受けた患
者数

ハイケアユニット
入院管理料届出病
床等、救命救急管
理加算１・３で治
療を算定したを算
定している病床へ
の入院患者数

増加させる 14,717
B

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

医療機関にお
ける救急搬送
応需率

実施基準該当搬送
人員の受入状況

増加させる 66.4%

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

救急搬送患者
の圏域内完結
率

救急患者患者のう
ち圏域外に搬送さ
れた患者数/圏域内
救急搬送患者数

減少させる 94.6%

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

救命救急セン
ター充実度段
階評価（S・
A）施設の割合

救命救急センター
充実度段階評価でS
評価・A評価だった
救命救急センター
の割合

増加させる 83.3%

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

特定集中治療
病床等（２対
１看護病床）
で治療を受け
た患者数

特定集中治療室管
理料、救命救急管
理料２・４を算定
している病床への
入院患者数

増加させる 2,870

4.3%

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

受入困難事例
の割合

重症以上傷病者の
搬送において、現
場滞在時間が３０
分以上の件数

減少させる 6.0% 7.7%B

適切な病院前救護
活動が行われ、速
やかに医療機関に
搬送されている

受入困難事例
の割合

重症以上傷病者の
搬送において、医
療機関に４回以上
受入れの照会を
行った割合

減少させる 5.0%

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

初期救急医療
機関で休日・
夜間診療を受
けた患者数

初期救急医療機関
における年間救急
患者数（当番対応
時間内）（人）

増加させる 62392
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

3

内閣府「医
療提供状況
の地域差」
K177-00

令和2年度 ― - 53.0 - - - 124.1 -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - 97 - - - - -

3

内閣府「医
療提供状況
の地域差」
K178-00

令和3年度 ― - 125.3 - - - - -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 ％ - 15.1 - 18.6 - - -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - 195 - 82 - - -

3

内閣府「医
療提供状況
の地域差」
K546

令和2年度 ― - 83.8 - 56.5 - - -

3

厚生労働省
「NDB」
（令和３年
度診療分)

令和3年度 回 - - - - - - -

4 県消防課調
べ

令和４年 件 13 329 136 29 5 1 0

4 県消防課調
べ

令和４年 ％ 85.0% 54.5% 45.5% 81.6% 83.6% 95.7% 93.4%

5 地域医療政
策課調べ

令和４年 日

5 地域医療政
策課調べ

令和４年 日

5 NDBデータ
ブック

令和３年度 件 9,775 24,037 7,064 17,064 4,356 14,066 2,003

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
における退院
調整・支援の
実施件数

A205 救急医療管理
加算かつA246 退院
支援加算のレセプ
ト件数

増加させる 78,365 4,266,854

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
の平均在床日
数（退院困難
患者）

緊急入院患者平均
在院日数
（退院困難患者）

短くする

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
の平均在床日
数

緊急入院患者平均
在院日数

短くする

高齢の救急患者が
速やかに医療機関
に搬送され治療を
受けている

高齢救急搬送
患者(実施基準
該当)の医療機
関応需率

受入実施基準に該
当する65歳以上の
救急搬送医療機関
応需率

増加させる 1

高齢の救急患者が
速やかに医療機関
に搬送され治療を
受けている

高齢救急搬送
患者(実施基準
該当)の受入困
難事例の件数

受入実施基準に該
当する65歳以上の
救急搬送におい
て、医療機関に４
回以上受入れの照
会を行った件数

減少させる 513

100.0

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

来院後90分以
内の冠動脈再
開通達成率
（％）

分子：来院後90分以内冠動脈
再開通件数　算定回数
（K5461
経皮的冠動脈形成術（急性心
筋梗塞）＋K5491 経皮的冠動
脈ステント留置術（急性心筋
梗塞））（入院+外来）
分母：心筋梗塞に対する冠動
脈再開通件数　算定回数
（K5461 経皮的冠動脈形成術
（急性心筋梗塞）＋K5462 経
皮的冠動脈形成術（不安定狭
心症）＋K5462経皮的冠動脈
形成術（その他）＋K5491 経
皮的冠動脈ステント留置術
（急
性心筋梗塞）＋K5492 経皮的
冠動脈ステント留置術（不安
定狭心症）＋K5493 経皮的冠
動脈ステント留置術（その
他））（入院+外来）

増加させる 18 15.2

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

虚血性心疾患
に対する心臓
血管外科手術
件数

K551冠動脈形成術
（血管内膜摘除)＋
K552冠動脈、大動
脈バイパス移植術
＋K552-2冠動脈、
大動脈バイパス移
植術（人口心肺を
使用しないもの)

増加させる 136 14,708

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

急性心筋梗塞
に対する経皮
的冠動脈イン
ターベンショ
ンの実施件数
（SCR）

K546経皮的冠動脈
形成術（入院)

上昇させる 54 100.0

100.0

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

くも膜下出血
に対する脳動
脈瘤コイル塞
栓術の実
施件数（算定
回数）

K178　脳血管内手
術

増加させる 187

B

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

くも膜下出血
に対する脳動
脈瘤クリッピ
ング術の
実施件数
（SCR）

K177　脳動脈瘤頸
部クリッピング

上昇させる 62

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

くも膜下出血
に対する脳動
脈瘤コイル塞
栓術の実
施件数（SCR）

K178　脳血管内手
術

上昇させる

重症度・緊急度に
応じた医療を受け
られている

急性心筋梗塞
に対する経皮
的冠動脈イン
ターベンショ
ンの実施件数
（算定回数）

K546経皮的冠動脈
形成術（入院)

増加させる 342 39,392

89

調査予定

調査予定
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

5 地域医療政
策課調べ

令和４年 日

5 地域医療政
策課調べ

令和４年 日

5 地域医療政
策課調べ

令和４年 日

6

7

1 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 件 479 2883 856 1004 209 673 29

1 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 件 635 3579 826 1372 339 770 57

1 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 件

2

3 救急救助の
現況

令和３年 人

4 救急救助の
現況

令和４年４
月１日現在

人 74 202 91 132 68 73 48

4 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 回

5

県県消防課
調べ（救急
搬送受入れ
協議会資
料）

令和４年 件 1401 3974 1089 1514 1010 1319 303

6 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 件

広域搬送が必要な
患者を速やかに搬
送出来る体制が整
備されている

ドクターヘリ
応需件数

ドクターヘリ応需
件数

維持する 2,310

29,389

住民（患者や周囲
の者）が速やかな
救急要請や救急蘇
生を行えている

住民の救急蘇
生法講習の受
講率

普通･上級講習の人
口1万人あたりの受
講者数

増加させる 44 37.3

傷病者の搬送及び
受入れの実施に関
する基準が適切に
運用されている

実施基準該当
搬送件数

実施基準該当搬送
人員数

増加させる 10,610

メディカルコント
ロール体制の整備
により、救急救命
士等による適切な
病院前救護活動が
行われている

地域MC検証会
の開催回数

地域MC単位で実施
している事後検証
会の開催回数

増加させる

地域住民に対し救
急医療機関の適正
な利用等について
普及啓発を行って
いる

体調不良時に県民
が救急医療電話相
談やAI救急相談ア
プリを利用してい
る

小児救急
医療電話
相談電話
件数

小児救急医療電話
相談（♯８００
０）の相談件数

増加させる 7,591
不明・

その他13件

Ｃ

体調不良時に県民
が救急医療電話相
談やAI救急相談ア
プリを利用してい
る

救急医療電話
相談電話件数

救急医療電話相談
（♯７１１９）の
相談件数

増加させる 6,133

体調不良時に県民
が救急医療電話相
談やAI救急相談ア
プリを利用してい
る

AI救急相談
アプリ
利用回数

AI救急相談アプリ
の利用回数

増加させる 3,674

メディカルコント
ロール体制の整備
により、救急救命
士等による適切な
病院前救護活動が
行われている

運用救命救急
士数

救急救命士の数 維持する 688

居宅・介護施設等
で生活する高齢者
が急変した場合の
対応方針が地域の
中で決まっている

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
の自宅退院数

緊急入院患者の
自宅退院数

短くする

B

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
の施設退院数

緊急入院患者の
施設退院数

短くする

新興感染症の発
生・まん延時に救
急医療機関が適切
な医療提供が出来
るように平時から
準備が出来ている

救急搬送患者が救
急医療機関等から
療養の場へ円滑に
移行できている

緊急入院患者
の転院数

緊急入院患者の
転院数

短くする 調査予定

調査予定

調査予定

調査予定
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

6

6 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 回

6 県地域医療
政策課調べ

令和４年度 ％

7

救急医療提
供体制の現
況調べ（初
期救急医療
機関）

令和3年4月
1日現在

施設 14 48 45 20 2 1 1

7

8
救急患者搬
送先医療機
関調査

令和4年中 施設 1 1 1 1 2 2 1

8
救急患者搬
送先医療機
関調査

令和３年中 ％

8
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和3年4月
1日現在

人 51 616 105 309 66 168 54

8
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和3年4月
1日現在

人 437 4106 884 2098 662 1029 303

9
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和3年4月
1日現在

施設 1 2 0 1 1 1 0

9
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和3年4月
1日現在

人 2 29 5 2 1

9
救急医療提
供体制の現
況調べ

令和3年4月
1日現在

人 71 107 28 49 40

10 厚生労働省
調べ

令和4年6月
1日現在

施設

救命救急センター
で対応が難しい特
殊な疾病や多発外
傷への対応が可能
な体制が県内で整
備されている

高度救命救急
センター
整備数

高度救命救急セン
ター設置病院数

維持する 1 46

地域内の救命救急
センター等で重篤
な救急患者を受け
入れ、治療する体
制が整備されてい
る

救急部門専任
看護師数

二次・三次救急医
療機関票（救命救
急センター）-救急
担当専任看護師数

増加させる 295 18,488

地域内の救命救急
センター等で重篤
な救急患者を受け
入れ、治療する体
制が整備されてい
る

救急部門専任
医師数

二次・三次救急医
療機関票（救命救
急センター）-救急
担当専任医師数

増加させる 39 3,691

地域内の救命救急
センター等で重篤
な救急患者を受け
入れ、治療する体
制が整備されてい
る

救命救急セン
ター設置病院
数

救命救急センター
設置病院数

維持する 6 291

地域内で入院医療
が必要な救急患者
の受入・治療する
体制が整備されて
いる

二次救急医療
機関の看護師
数

二次・三次救急医
療機関票（救命救
急センターを除
く）-看護師数

増加させる 9,519 511,208

地域内で入院医療
が必要な救急患者
の受入・治療する
体制が整備されて
いる

二次救急医療
機関の常勤医
師数

二次・三次救急医
療機関票（救命救
急センターを除
く）-常勤医師数

増加させる 1,369 97,848

広域搬送が必要な
患者を速やかに搬
送出来る体制が整
備されている

夜間・荒天時
の広域搬送方
法が定まって
いる消防本部
の割合

夜間・荒天時の広
域搬送方法が定
まっている消防本
部の割合

増加させる

地域内で入院医療
が必要な救急患者
の受入・治療する
体制が整備されて
いる

救急搬送件数
４０００件以
上または圏域
内の救急搬送
件数の４割以
上を受け入れ
る病院の応需
率

救急搬送件数４０
００件以上または
圏域内の救急搬送
件数の２割以上を
受け入れる病院の
応需率（実施基準
該当事案）

上昇させる 1

地域内で入院医療
が必要な救急患者
の受入・治療する
体制が整備されて
いる

救急搬送件数
４０００件以
上または圏域
内の救急搬送
件数の４割以
上を受け入れ
る病院数

救急搬送件数４０
００件以上または
圏域内の救急搬送
件数の２割以上を
受け入れる病院数

増加させる 11

Ｃ

広域搬送が必要な
患者を速やかに搬
送出来る体制が整
備されている

症例検討会・
運行調整会議
の開催状況

症例検討会・運行
調整会議の開催状
況

増加させる

休日夜間の初期救
急医療体制が整備
されている

休日夜間に初
期救急医療を
行う医療施設
数

救急医療提供体制
の現況調べ（初期
救急医療機関）の
在宅当番医参加医
療機関数及び休日
夜間急患センター
数

増加させる 131 23,916

休日夜間の初期救
急医療体制が整備
されている

休日夜間（歯
科）急患セン
ター等が対応
している時間
帯・診療科

増加させる

広域搬送が必要な
患者を速やかに搬
送出来る体制が整
備されている

ドクターヘリ
による広域搬
送患者の予後
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

Ｃ 11

12

13 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

施設 0 3 0 2 0 0 0

13 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

病床数 0 24 0 16 0 0 0

13 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

施設 1 5 0 2 2 2 0

13 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

病床数 20 78 0 32 19 30 0

14
救命救急セ
ンター充実
度段階評価

令和４年 施設

15 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

病床数 168 622 120 205 0 101 0

15 病床機能報
告

令和4年7月
1日現在

病床数 173 949 121 248 144 138 100

16

17

施設基準の
届出受理状
況（関東信
越厚生局）

令和５年８
月１日時点

％ 4 23 7 11 9 9 2

17

施設基準の
届出受理状
況（関東信
越厚生局）

令和５年８
月１日時点

施設 1 4 0 3 3 2 0

18
発生・まん延時の
医療提供体制が整
備されている

発生・まん延時に
救急外来の需要急
増に対応できるよ
う平時から備えて
いる

オンライン診
療実施医療機
関数（救急医
療機関）

初期・二次・三次
救急医療機関のう
ち、「情報通信機
器を用いた診療」
に関する施設基準
の届出を行ってい
る医療機関数

増加させる 12

発生・まん延時に
救急外来の需要急
増に対応できるよ
う平時から備えて
いる

感染対策向上
加算届出医療
機関数（救急
医療機関）

初期・二次・三次
救急医療機関のう
ち、「感染対策向
上加算」を算定し
ている医療機関数

増加させる 65

在宅療養支援診療
所、訪問看護ス
テーション、薬局
等と連携した在宅
医療や居宅介護
サービスを受けら
れる体制が整備さ
れている。

救命期を脱した患
者に対するリハビ
リテーション体制
が整備されてい
る。

地域包括ケア
病床数

地域包括ケア病棟
入院管理料を算定
している病床数

増加させる 1,873

救命期を脱した患
者に対するリハビ
リテーション体制
が整備されてい
る。

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ
ｼｮﾝ病床数

回復期リハビリ
テーション病棟入
院料を算定してい
る病床数

増加させる 1,216

救急医療機関と回
復期・慢性期を担
う病院等が連携
し、患者が円滑に
転院できる体制が
構築されている。

救急部門に転
棟・退院調整
をする者を常
時配置してい
る救命救急セ
ンター等の数

 院内外の連携を推
進し、転院及び転
棟の調整を行う者
が、平日の日勤帯
に常時勤務してい
る救命救急セン
ターの数

増加させる 4

ICU病床など重篤な
患者に集中治療で
きる体制が整備さ
れている

ハイケアユ
ニット入院管
理料届出数

ハイケアユニット
管理料、救命救急
管理料１・３を算
定している病床を
有する病床数

増加させる 179

ICU病床など重篤な
患者に集中治療で
きる体制が整備さ
れている

ハイケアユ
ニット入院管
理料届出病院
数

ハイケアユニット
管理料、救命救急
管理料１・３を算
定している病床を
有する病院数

増加させる 12

ICU病床など重篤な
患者に集中治療で
きる体制が整備さ
れている

特定集中治療
室の病床数

特定集中治療室管
理料、救命救急管
理料２・４を算定
している病床数

増加させる 40

ICU病床など重篤な
患者に集中治療で
きる体制が整備さ
れている

特定集中治療
室を有する病
院数

特定集中治療室管
理料、救命救急管
理料２・４を算定
している病床を有
する病院数

増加させる 5

各医療圏の課題を
協議する場が設け
られ、地域で課題
が共有・解決に向
けた取組が行われ
ている

地域内の三次救急
医療機関と二次救
急医療機関等との
間で救急患者受入
に関する役割分担
が決まっている
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡目標値（R11） 現状値

第８次新潟県地域保健医療計画 「救急医療」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

Ｃ 19 NDBデータ
ブック

令和３年８
月１日時点

％

心肺蘇生を望まな
い傷病者の対応等
について、地域の
関係者が話し合
い、対応方針が決
まっている

心肺蘇生を望
まない傷病者
への対応方針
を定めている
消防本部の割
合

心肺蘇生を望まな
い傷病者への対応
方針を定めている
消防本部の割合

増加させる 42.1% 61.6%
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

Ａ 1

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 12.5 12.8 10.0 21.1 18.2 14.3 50.0

県調べ 令和４年 回

2 県調べ 令和４年 回

3 県調べ 令和４年 病院

病院の耐震
改修状況調
査

令和３年 ％

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 37.5 76.9 80.0 66.7 20.0 62.5 50.0

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 18.8 38.3 30.0 47.4 36.4 57.1 50.0

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 12.5 34.6 20.0 33.3 40.0 37.5 0.0

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 100.0 61.7 70.0 57.9 81.8 100.0 0.0100 72.3

C 1

災害拠点病院を
中心に、被災位
置の医療機関に
おいて医療を提
供できる

毎年度における
EMISの医療機関
基本情報を更新
している病院の
割合

増加させる 38.7

浸水想定区域や
津波災害警戒区
域に所在する病
院のうち浸水を
想定したBCPを
策定している病
院の割合

増加させる 29.4

BCPを策定して
いる病院の割合

増加させる 82.4 78.7

浸水想定区域や
津波災害警戒区
域に所在する病
院のうち浸水対
策を講じている
病院の割合

増加させる 64.7

すべての施設が
耐震化された病
院の割合

保健所、災害医療ア
ドバイザーやDMATな
どの保健医療活動
チームと共に訓練を
実施した回数

1以上＊３ 0

原子力災害に対
する医療の提供
ができる

原子力災害拠点
病院の主催する
研修に参加する
病院数

8＊4 5

災害に関連する
防ぎえる死亡や
健康被害を減ら
す

B

1

災害時に必要な
医療を提供でき
る体制が整備さ
れている

BCPに基づく訓
練実施病院の割
合

30.0＊１ 15.1

総合防災訓練実
施回数

医師会等の関係団体
とともに訓練を実施
した回数

1以上＊２ 0

急性期を脱した
後も住民の健康
が確保される体
制が整備されて
いる

災害対策本部図
上訓練実施回数
（再掲）

第８次新潟県地域保健医療計画 「災害医療」指標

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位
新潟県 （参考）二次医療圏 （参考）

全国目標値（R11） 現状値
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏 （参考）
全国目標値（R11） 現状値

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 ％ 100.0 36.2 50.0 36.8 72.7 92.9 0.0

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 人 40 60 10 51 34 30 13

都道府県調
査

令和４年 ％

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 100.0 61.7 70.0 57.9 81.8 100.0 0.0

医療施設の
浸水対策等
に関する調
査

令和４年 100.0 36.2 50.0 36.8 72.7 92.9 0.0

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 地域 1 1 1 1 3 2 0

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和５年 ％

県調べ 令和４年 回
受援を含む災害
対策本部図上訓
練の実施回数

保健所、災害医療ア
ドバイザーやDMATな
どの保健医療活動
チームと共に訓練を
実施した回数

2年に1以上 0

3
医療の受援体制
が整備されてい
る

受援体制を含む
BCPを策定して
いる病院の割合

増加させる

72.3

EMISの操作を含
む研修・訓練を
実施している病
院の割合（再
掲）

100.0 55.5

災害医療連絡協
議会の実施回数

1以上 0

災害医療コー
ディネートチー
ム研修・訓練の
実施地域数

12 9

238

DMAT感染症研修
を受講したDMAT
隊員の割合

80.0 18.3 25.6

2
医療の応援体制
が整備されてい
る

DMAT隊員数
災害拠点病院に在籍
する新潟DMATと日本
DMATの合計

350

毎年度における
EMISの医療機関
基本情報を更新
している病院の
割合（再掲）

100.0

災害対策本部図
上訓練の実施回
数

保健所、災害医療ア
ドバイザーやDMATな
どの保健医療活動
チームと共に訓練を
実施した回数

1以上 0

C

1

災害拠点病院を
中心に、被災位
置の医療機関に
おいて医療を提
供できる

EMISの操作を含
む研修・訓練を
実施している病
院の割合

100 55.5

病院、診療所等
に対する研修回
数

病院以外に勤務する
医療従事者が対象に
含まれる災害関係の
研修

増加させる 1

令和５年度より調査予定
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏 （参考）
全国目標値（R11） 現状値

3 県調べ 令和４年 地域 1 1 1 1 3 2 0

4 県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 地域 1 1 1 1 3 2 0

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 人 2 7 0 0 0 3 2

県調べ 令和４年 病院 0 0 0 1 0 0 0

県調べ 令和４年 回

県調べ 令和４年 回

0

原子力防災訓練
の実施回数

スクリーニング・簡
易除染訓練、安定ヨ
ウ素剤緊急配布訓練
を実施した訓練回数

1以上 1

14

原子力に関する
医療資器材の配
備病院数

被ばく傷病者等の初
期診療及び救急診療
を行うことができる
病院のうち、原子力
に関する医療資器材
を配備した原子力災
害医療協力機関の病
院数

10 1

6

原子力災害拠点
病院及び原子力
災害医療協力機
関を中心に医療
を提供できる

原子力災害医療
基礎研修参加者
数

研修会への参加者数 増加させる

協議会等の開催
回数

1以上

保健所、災害医療ア
ドバイザーやDMATな
どの保健医療活動
チームと共に訓練を
実施した回数

1以上 0

新潟県看護系大
学等災害支援連
絡協議会の実施
回数

2以上 2

災害医療コー
ディネートチー
ム研修・訓練の
実施地域数（再
掲）

12 9

9

医療搬送体制が
整備されている

実動訓練回数 1以上 0

C

医療の受援体制
が整備されてい
る

災害医療コー
ディネートチー
ム研修・訓練の
実施地域数（再
掲）

12

5

救護所、避難所
等における健康
管理が実施され
る体制が整備さ
れている

災害時保健活動
研修会の実施回
数

1以上 1

災害対策本部図
上訓練の実施回
数（再掲）
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第8次地域保健医療計画 「へき地医療」指標

目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

へき地診療所数 調査で回答のあっ
たへき地診療所の
数

へき地
医療現
況調査

令和4年度

増加 28

へき地医療拠点
病院数

調査で回答のあっ
たへき地医療拠点
病院の数

へき地
医療現
況調査

令和4年度

増加 7

へき地の住民
が一般的な医
療（外来診療
や在宅医療
等）を受ける
ことができて
いる

巡回診療が行わ
れているへき地
の割合

巡回診療の「実施
回数」が0超であ
るへき地の割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 20.8%

へき地の住民
が必要に応じ
専門医療(注1)
を受けること
ができている

最寄り病院又は
診療所において
専門医療(注1)の
診療が可能であ
るへき地の割合

最寄り病院又は診
療所の実施診療科
に「内科」又は
「総合診療科」以
外があるへき地の
割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 調査中

緊急を要する
場合、救急医
療を受けるこ
とができてい
る

最寄り病院が24
時間連絡体制を
もつへき地の割
合

最寄り病院又は診
療所において、24
時間連絡を受け付
ける体制があるへ
き地の割合

独自調
査

% 増加 独自調査

2

へき地の住民
が保健指導等
を受け、健康
管理をするこ
とができてい
る

へき地住民の健
康診断受診率

健康診断の「受診
者延数」を当該無
医地区等の人口総
数で除する数

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 42.0%

3

へき地住民が
住み慣れた地
域で高齢者福
祉を受けられ
ている

- - - - - - -

へき地診療所数
（再掲）

調査で回答のあっ
たへき地診療所の
数

へき地
医療現
況調査

令和4年度

増加 28

へき地医療拠点
病院数（再掲）

調査で回答のあっ
たへき地医療拠点
病院の数

へき地
医療現
況調査

令和4年度

増加 7

へき地診療所の
へき地住民に対
するオンライン
診療の活用
「有」の割合

調査項目「ICTに
よるへき地医療の
診療支援の活用状
況」で「活用有」
の診療所の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 14.3%

へき地医療拠点
病院のICTによる
へき地診療所等
への診療支援実
績「有」の割合

調査項目「ICTに
よるへき地医療の
診療支援の実施状
況」で「活用有」
の拠点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 57.1%

B

1

Ｃ

1

へき地におい
て巡回診療等
を実施する医
療機関が整備
されている

2

へき地診療所
等におけるオ
ンラインでの
診療など、効
果的なICTの活
用によりへき
地での医療提
供体制が確保
できている

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 指標名 定義 調査名 調査年

Ａ 1

へき地に暮ら
す住民が必要
に応じ適切な
医療を受けな
がら住み慣れ
た地域で生活
することがで
きている

№ アウトカム
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 指標名 定義 調査名 調査年№ アウトカム

１週間の開院日
数４日以上のへ
き地診療所の割
合

調査項目「一週間
の開院日数」の回
答が4日以上で
あった診療所の割
合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 50.0%

へき地診療所の
行う巡回診療の
人口あたり受診
者延べ数

調査項目「巡回診
療の延べ受診患者
数」の合計を無医
地区等人口合計で
除する数

へき地
医療現
況調査
及び無
医地区
調査

令和4年度

人 増加 3.8%

へき地診療所の
訪問診療又は往
診の実績「有」
の割合

調査項目「訪問診
療」又は「往診」
の実施回数が1以
上であった診療所
の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 64.3%

へき地診療所の
訪問看護の事績
「有」の割合

調査項目「訪問看
護」の実施回数が
1以上であった診
療所の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 10.7%

へき地診療所の
看取りの実績
「有」の割合

調査項目「看取
り」の実績件数が
1以上であった診
療所の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 25.0%

へき地医療拠点
病院の中で主要
３事業（へき地
医療拠点病院に
おけるへき地へ
の巡回診療、へ
き地診療所等へ
の医師派遣及び
代診医派遣）の
年間実績が合算
で12回以上の医
療機関の割合

調査項目「巡回診
療」「医師派遣」
「代診医派遣」の
実施回数の合計が
12回以上であるへ
き地医療拠点病院
の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 85.7%

へき地医療拠点
病院の医師派遣
実績「有」の割
合

調査項目「医師派
遣」の実施回数が
1以上であった拠
点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 85.7%

へき地医療拠点
病院の代診医派
遣の実績「有」
の割合

調査項目「代診医
派遣」の実施回数
が1以上であった
拠点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 0.0%

へき地医療拠点
病院の巡回診療
の人口あたり受
診者延べ数

調査項目「巡回診
療」の実施回数が
1以上であった拠
点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

人 増加 71.4%

へき地医療拠点
病院の訪問診療
又は往診の実績
「有」の割合

調査項目「訪問診
療」又は「往診」
の実施回数が1以
上であった拠点病
院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 42.9%

Ｃ 3

・へき地診療
所及びへき地
医療拠点病院
等により、診
療体制が確保
されている
・へき地医療
拠点病院等に
よるへき地診
療所等への代
診医等の派遣
（継続的な医
師派遣も含
む）及び技術
指導、援助が
行われている
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 指標名 定義 調査名 調査年№ アウトカム

へき地医療拠点
病院の訪問看護
の実績「有」の
割合

調査項目「訪問看
護」の実施回数が
1以上であった拠
点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 42.9%

へき地医療拠点
病院の看取り実
績「有」の割合

調査項目「看取
り」の実施回数が
1以上であった拠
点病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 42.9%

4

へき地におけ
る専門医療(注
1)が確保でき
ている

へき地の最寄り
病院のうち専門
医療(注1)の診療
科を実施してい
る病院の割合

最寄り病院又は診
療所の実施診療科
に「内科」又は
「総合診療科」以
外があるへき地の
割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 調査中

へき地の最寄り
病院のうち24時
間連絡体制をも
つ病院の割合

最寄り病院又は診
療所において、24
時間連絡を受け付
ける体制があるへ
き地の割合

独自調
査

% 増加

へき地医療拠点
病院のウォーク
インも含めた応
需率(注2)

個人、救急車それ
ぞれの要請数に対
する受入れ（対
応）数の割合（詳
細は注2参照）

独自調査

% 増加

へき地診療所の
医師数

調査項目「医師数
（常勤・非常
勤）」の合計

へき地
医療現
況調査

令和4年度

人 増加 53

へき地診療所の
医師数（医師派
遣・代診医派遣
によるもの）

調査項目「医師数
（医師派遣・代診
医派遣）」の合計

へき地
医療現
況調査

令和4年度

人 増加 19

へき地診療所に
おける医師以外
の医療従事者数
（歯科医師・看
護師・薬剤師
等）

調査項目「医師以
外の他職種従事者
数（歯科医師、看
護師、薬剤師／常
勤・非常勤）」の
合計

へき地
医療現
況調査

令和4年度

人 増加 85

医学生のへき地
医療実習等への
関与「有」のへ
き地診療所・へ
き地医療拠点病
院の割合

調査項目「医学生
のへき地医療実習
等への関与」につ
いて「有」のへき
地診療所の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 21.4%

調査項目「医学生
のへき地医療実習
等への関与」につ
いて「有」のへき
地医療拠点病院の
割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 85.7%

へき地医療を経
験できる初期臨
床研修プログラ
ム「有」のへき
地診療所の割合

調査項目「へき地
医療を経験できる
初期臨床研修プロ
グラムの有無」に
ついて「有」の診
療所の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 10.7%

Ｃ

3

・へき地診療所
及びへき地医療
拠点病院等によ
り、診療体制が
確保されている
・へき地医療拠
点病院等による
へき地診療所等
への代診医等の
派遣（継続的な
医師派遣も含
む）及び技術指
導、援助が行わ
れている

5

へき地におけ
る救急医療が
確保できてい
る

6

へき地におい
て医療を提供
する医療従事
者が確保され
ている
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 指標名 定義 調査名 調査年№ アウトカム

総合的な診療能
力を有する医師
を養成する事業
「有」のへき地
医療拠点病院の
割合

調査項目「総合的
な診療能力を有す
る医師を養成する
事業の有無」につ
いて「有」の拠点
病院の割合

へき地
医療現
況調査

令和4年度

% 増加 14.3%

へき地診療所・
拠点病院の医
師、看護師のう
ち訪問診療・訪
問看護・巡回診
療に携わる者の
数及び割合

独自調
査、現
況調査

% 増加

7

医療や福祉を
受けるための
住民の交通手
段が確保され
ている

へき地患者輸送
車輸送が実施さ
れているへき地
の割合

患者輸送の「運行
日数（日／週）」
が0超の無医地区
等の割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 45.8%

へき地医療WGの
開催回数

独自調査 令和4年度

回 増加 0

地域医療対策協
議会の開催回数

独自調
査

令和4年度

回 増加 3

健康相談・健康
教育の実施体制
「有」のへき地
の割合

「健康相談」の実
施回数が0超であ
るへき地の割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 31.3%

「健康教育」の実
施回数が0超であ
るへき地の割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 35.4%

健康診断の実施
体制「有」のへ
き地の割合

「健康診断」の実
施回数が0超であ
るへき地の割合

無医地
区調査

令和4年度

% 増加 16.7%

10

次の事項が達成
できている
・高齢者の自立
した日常生活に
向けた支援
・住み慣れた地
域で安心して生
活できる体制の
構築
・在宅医療・介
護連携の推進
・認知症の人や
その家族を支え
る共生と予防の
取組
・介護人材等の
確保・定着及び
介護現場の業務
効率化

- - - - - - -

(注1) 専門医療：日本専門医機構の専門医制度で認定されている19の基本領域のうち、内科及び総合診療科以外の診療科を指すものとする。

(注2)ウォークインも含めた応需率＝受入数／要請数

　①要請数(個人）=当直日誌の取扱患者の個人の数(a)＋各科外来での救急対応リストの個人の拒否件数(b)
　②要請数(救急車)=救急搬送連絡票の枚数(c)＋各科外来での救急対応リストの救急車の拒否件数(d)

　①に係る応需率=a/(a+b)
　②に係る応需率=c/(c+d)

Ｃ

6

へき地におい
て医療を提供
する医療従事
者が確保され
ている

8

へき地医療に
対する行政に
よる適切な支
援が実施され
ている

9

・へき地にお
いて、地域住
民への保健指
導の実施体制
が確保されて
いる
・保健指導の
参加状況を保
険者において
把握できてい
る
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

人口動
態調査

令和4年 出生千対

人口動
態調査

令和4年 出生千対

人口動
態調査

令和4年 出産10万対

人口動
態調査

令和4年 人

人口動
態調査

令和4年 出生千対

人口動
態調査

令和4年

県調査
令和4
年度

％

医師確
保計画

令和5年

医師確
保計画

令和5年

人口動
態調査

令和4年 出生千対

人口動
態調査

令和4年 出生千対

人口動
態調査

令和4年 出産10万対

3
周産期
医療体
制調査

令和4年 施設

周産期
医療体
制調査

令和3年

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和3年 件

5
医療施
設調査

令和2年 12 6

6 医療施
設調査

令和2年 6 18 12 6

新生児医療の提供が可
能な体制が整備されて
いる。

NICU病床数 NICU病床数 維持する 42 3,394

ハイリスク妊産婦に対
する医療の提供が可能
な体制が整備されてい
る。

MFICU病床数 MFICU病床数 維持する 18 867

1.0

周産期の救急対応が24
時間可能な体制が整備
されている。

母体・新生児
搬送数のうち
受入困難事例
の件数

医療機関に受入の
照会を行った回数
が４回以上の件数

減少させる 8 572

4

周産期の救急対応が24
時間可能な体制が整備
されている。

母体・新生児
搬送数・都道
府県内搬送率

母体・新生児県内
搬送件数/母体・
新生児搬送数

維持する 1.0

0.4

母子に配慮した周産期
医療の提供が可能な体
制が整備されている。

助産師外来を
行ている周産
期母子医療セ
ンター数

助産師外来を行て
いる周産期母子医
療センター数

増加させる 3 289

0.8

周産期死亡率
(出生数＋妊娠22
週以後の死産数)/
出生数×1,000

減少させる 4.2 3.3

10.6

小児科医師偏在指標
標準化小児科医師
数/分娩件数×
1,000

向上させる 108.7 115.1

子育て環境整
備に関する県
民満足度

「とても子育てが
しやすいと思う」
「どちらかと言え
ば子育てがしやす
いと思う」と回答
した人の割合

向上させる 48.0

B

1
医師の勤務環境の改善
が可能な体制が整備さ
れている。

分娩取扱医師偏在指標
標準化分娩取扱医
師数/分娩件数×
1,000

出生率 人口千人に対する
出生数の割合

増加させる 5.5
Ａ 1

安心して妊娠・出産・
育児ができる医療提供
体制が整備されてい
る。

向上させる 8.7

2

正常分娩等に対し安全
な医療を提供するため
の地域周産期施設間の
連携体制が整備されて
いる。

新生児死亡率
生後28日未満の死
亡数／出生数×
1,000

減少させる 1.1

妊産婦死亡率 妊産婦死亡数／出
産数×100,000

減少させる 0.8

6.3

合計特殊出生率
15～49歳までの女
性の年齢別出生率
を合計したもの

増加させる 1.27 1.26

妊産婦死亡率 妊産婦死亡数／出
産数×100,000

減少させる 0.8 0.4

出生数 出生数 維持する 11,732 770,759

0.8

周産期死亡率
(出生数＋妊娠22
週以後の死産数)/
出生数×1,000

減少させる 4.2 3.3

（参考）全国 
目標値（R11） 現状値

新生児死亡率
生後28日未満の死
亡数／出生数×
1,000

減少させる 1.1

第８次新潟県地域保健医療計画 「周産期」指標
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年 単位

新潟県 （参考）二次医療圏
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7
周産期
医療体
制調査

令和3年 人

8 都道府
県

令和4年4
月1日時
点

人

医師・歯科
医師・薬剤
師統計

令和2年 人 13 87 8 27 11 17 4

医師・歯科
医師・薬剤
師統計

令和2年 人 21 130 23 55 14 21 5

日本周産
期・新生児
医学会

令和4年
10月31日
現在

人

日本周産
期・新生児
医学会

令和4年
11月1日
現在

人

3 県調査 令和5
年度

医療機関

医療施
設調査

令和2年 病院 2 7 1 5 2 3 1

医療施
設調査

令和2年 診療所 2 9 2 1 2

医師・
歯科医
師・薬
剤師統
計

令和2年 人 13 87 8 27 11 17 4

4

二次医療圏域に１つは
分娩取扱機能を維持す
るなど、ローリスク対
応を行う医療機関の一
定の分娩取扱機能が維
持されている。

分娩を取扱う
産科又は産婦
人科病院数

分娩を取扱う産科
又は産婦人科病院
数

維持する 21

産科・産婦人
科・婦人科医
師数

主として産科・産
婦人科・婦人科に
従事している医師
数

増加させる 167

23 1,402

新生児専門医
数

新生児専門医数 増加させる 21 1,046

963

分娩を取扱う
産科又は産婦
人科一般診療
所数

分娩を取扱う産科
又は産婦人科一般
診療所数

維持する 16 1,107

11,678

167 11,678

小児科医師数
主として小児科に
従事している医師
数

増加させる 269 17,997

Ｃ

1
必要な数の産科医及び
小児科医が確保されて
いる。

産科・産婦人
科・婦人科医
師数

主として産科・産
婦人科・婦人科に
従事している医師
数

増加させる

2

周産期母子医療セン
ターを中心に医療資源
の集中・重点化が図ら
れている。

母体・胎児専
門医数

母体・胎児専門医
数

周産期にかかわる医療
機関の役割分担や連携
強化が図られている。

妊婦健診を実
施している医
療機関数

妊婦健診を実施し
ている医療機関数

増加させる 67 -

増加させる

307

有事でも適切な周産期
医療を受けることが可
能な体制が整備されて
いる。

災害時小児周
産期リエゾン
任命者数

災害時小児周産期
リエゾン任命者数

増加させる 19 804

B

NICUに入室している新
生児の療養・療育支援
及び在宅ケアへの円滑
な移行が可能な体制が
整備されている。

NICU・GCU長期
入院児数

周産期母子医療セ
ンターのNICU・
GCUに1年を超えて
入院している児数

減少させる 4
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医療施
設調査

令和2年 病院 2 7 1 5 2 3 1

医療施
設調査

令和2年 診療所 2 9 2 1 2

衛生行
政報告
例

令和4年 ％

周産期
医療体
制調査

令和3年

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和3年 件

7
診療報
酬施設
基準

令和3年3
月31日現
在

医療機関 1 3 4 1 2 1

県調査
令和5
年度

県調査
令和5
年度

周産期
医療体
制調査

令和3年 件

周産期
医療体
制調査

令和3年

救急搬送に
おける医療
機関の受入
状況等実態
調査

令和3年 件

10
診療報
酬施設
基準

令和3年3
月31日現
在

医療機関 1 3 4 1 2 1

572

総合周産期母子医療セ
ンターを中心に、必要
に応じて協力医療施設
を定め、精神疾患を含
めた合併症妊娠や胎
児・新生児異常等、母
体又は児のリスクが高
い妊娠に対応する体制
が整備されている。

ハイリスク分
娩管理加算届
出医療機関数

ハイリスク分娩管
理加算の届出医療
機関数

増加させる 12 750

204,798

（母体・新生
児搬送数・都
道府県内搬送
率）

母体・新生児県内
搬送件数/母体・
新生児搬送数

維持する 1.0 1.09

周産期母子医療セン
ターを中心とした周産
期医療体制による、24
時間対応可能な周産期
の救急対応が可能と
なっている。

周産期母子医
療センターに
おける分娩数

周産期母子医療セ
ンターにおける分
娩数

増加させる 2462

（母体・新生
児搬送数のう
ち受入困難事
例の件数）

医療機関に受入の
照会を行った回数
が４回以上の件数

減少させる 8

産婦ケア事業を実
施している市町村
数

増加させる 27 -

8
産後うつを早期に発見
し支援する体制が整備
されている。

産婦健康診査
を実施してい
る市町村数

産婦健康診査を実
施している市町村
数

増加させる 27

16

精神疾患を合併してい
る妊産婦の管理や緊急
入院に対応できる診療
体制が整備されてい
る。

ハイリスク分
娩管理加算届
出医療機関数

ハイリスク分娩管
理加算の届出医療
機関数

増加させる 12

母体・新生児
搬送数のうち
受入困難事例
の件数

医療機関に受入の
照会を行った回数
が４回以上の件数

減少させる 8

人工妊娠中絶
実施率

人工妊娠中絶実施
率

低下させる 4.2

C

5

正常分娩や妊婦健診等
を含めた分娩前後の診
療を安全に実施可能な
体制が整備されてい
る。

分娩を取扱う
産科又は産婦
人科病院数

分娩を取扱う産科
又は産婦人科病院
数

維持する 21 963

分娩を取扱う
産科又は産婦
人科一般診療
所数

6

ハイリスク分娩や急変
時には地域周産期母子
医療センター等へ迅速
に搬送が可能な体制が
整備されている。

母体・新生児
搬送数・都道
府県内搬送率

母体・新生児県内
搬送件数/母体・
新生児搬送数

維持する 1.0

分娩を取扱う産科
又は産婦人科一般
診療所数

維持する

750

1.0

572

1,107

5.1

-

産婦ケア事業
を実施してい
る市町村数
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医療施
設調査

令和2年 床 6 18 12 6

医療施
設調査

令和2年 床 6 33 18 6 8

日本周産
期・新生児
医学会

令和4年
10月31日
現在

人

日本周産
期・新生児
医学会

令和4年
11月1日
現在

人

県調査
令和3
年度

施設

NDB
令和3
年度

人

NDB
令和3
年度

人 73 31 38

周産期
医療体
制調査

令和5年1
月1日時
点

施設

県調査 令和5年 施設 0 3 1 2 0 2 0

県調査
令和4
年度

市町村

15
都道府
県

令和4年4
月1日時
点

人

増加させる 183

地域の周産期医療ネッ
トワークを災害時に有
効活用できる体制が整
備されている。

災害時小児周
産期リエゾン
任命者数

災害時小児周産期
リエゾン任命者数

増加させる 19 804

-

在宅療養・療育を行っ
ている児の家族等に対
し、レスパイト等の支
援を実施する体制が整
備されている。

医療的ケア児
コーディネー
ターを配置し
ている市町村
数

医療的ケア児コー
ディネーターを配
置している市町村
数

増加させる 9 -

14

在宅療養・療育を行っ
ている児の家族等に対
し、レスパイト等の支
援を実施する体制が整
備されている。

レスパイトに
対応している
施設数

医療型短期入所事
業所の数

増加させる 8

21 1,046

13

医療的ケア児の生活の
場における療養・療育
への円滑な移行を支援
する体制が整備されて
いる。

小児への訪問
看護を行うこ
とが可能な訪
問看護ステー
ション数

小児への訪問看護
を行うことが可能
な訪問看護ステー
ション数

増加させる 62

医療的ケア児の生活の
場における療養・療育
への円滑な移行を支援
する体制が整備されて
いる。

退院支援を受
けたNICU・GCU
入院児数

退院支援を受けた
NICU・GCU入院児
数

増加させる 142 15,809

医療的ケア児の生活の
場における療養・療育
への円滑な移行を支援
する体制が整備されて
いる。

NICU入院児の
退院支援を専
任で行う者が
配置されてい
る周産期母子
医療センター
数

NICU入院児の退院
支援を専任で行う
者が配置されてい
る周産期母子医療
センター数

増加させる 5 200

医療的ケア児の生活の
場における療養・療育
への円滑な移行を支援
する体制が整備されて
いる。

訪問看護利用
者数（精神以
外）（15歳未
満）

訪問看護利用者数
（精神以外）（15
歳未満）

42 3,394

GCU病床数 GCU病床数 維持する 71 4,090

Ｃ

11
新生児搬送体制や
NICU、GCUが整備され
ている。

NICU病床数 NICU病床数 維持する

12

必要な数の産科医及び
新生児医が確保されて
いる。

母体・胎児専
門医数

母体・胎児専門医
数

増加させる 23 1,402

必要な数の産科医及び
新生児医が確保されて
いる。

新生児専門医
数

新生児専門医数 増加させる
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第８次新潟県地域保健医療計画 「小児医療」指標

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

Ａ 1
人口動
態調査

令和３年 小児千対

2 県調査 令和４年 %

3 NDB 令和３年 %

4

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和３年 %

5

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和３年 件

7 県調査 令和４年 人

Ｃ 1

医師・
歯科医
師・薬
剤師統
計

令和２年 人 21 130 23 55 14 21 5
小児医療に必要な医
師等が確保されてい
る。

小児科
医師数

主として小児
科に従事して
いる医師数

増加させる 269 17,997

災害や新興感染症等
の発生時などにおい
ても、適切な小児医
療を受けることがで
きる。

災害時小児
周産期リエ
ゾンの任命
者数

災害時小児周
産期リエゾン
として任命し
た者の数

増加させる 19 804

高度専門的な小児医
療を受けることがで
きる。

小児救急搬
送症例のう
ち受入困難
事例の件数

医療機関に受
入れの照会を
行った回数が
４回以上の件
数＋現場滞在
時間が30分以
上の件数

減少させる 338

地域で初期救急を含
む小児医療を受ける
ことができる。

かかりつけ
医受診率

小児かかりつ
け診療料算定
回数/（小児科
外来診療料算
定回数＋小児
かかりつけ診
療料算定回
数）×100

11.0 7.3 11.0

B

いつでも子どもの健
康や発達、症状等に
ついて相談すること
ができ、保護者の不
安が解消されてい
る。

AI救急相談
アプリで不
安が解消さ
れた利用者
の割合

AI救急相談ア
プリ利用者
（相談対象者
15歳未満）の
うち、「不安
が解消され
た」又は「不
安がやや解消
された」と回
答した利用者
の割合

増加させる 30.6

小児の症状に応じた
専門的な医療や、入
院を要する小児の救
急医療を24時間受け
ることができる。

医療機関が
救急搬送患
者を受け入
れなかった
理由が「専
門外」の割
合

消防が受入照
会するも受入
れに至らな
かった主な理
由のうち、理
由が「専門医
の不在」だっ
たものの割合

減少させる 13.2

減少させる 0.2 0.2

単位
新潟県 （参考）二次医療圏

（参考）全国 
目標値（R11） 現状値

№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

小児の成長と発達が
支えられているとと
もに、小児とその家
族が良質かつ適切な
小児医療や必要な医
療的支援等を受け、
安心して生活するこ
とができている。

小児死亡率 15歳未満の死亡率
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

1 県調査 令和４年 人

8 県調査 令和４年 件

8 県調査
令和４年
（R4.7-
R5.6）

件

10 県調査 令和４年 % 67.5 53.5 71.9 73.2 72.2 82.6 75.5

10 NDB 令和３年 回 753 11,426 1,198 5,504 4,559 8,614 949

11 県調査 令和４年 医療圏 有 有 有 有 無 有 無

12 県調査 令和４年 医療圏 有 有 有 有 有 有 有

13 NDB 令和３年 回

13
周産期
医療体
制調査

令和４年 施設

14

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和４年 ％ 4.1 4.0 38.5 0.8 4.3 0.6 0.0

入退院の調整が円滑
に行われている。

NICU入院児
の退院支援
を専任で行
う者が配置
されている
周産期母子
医療セン
ター数

NICU入院児の
退院支援を専
任で行う者が
配置されてい
る周産期母子
医療センター
の数

増加させる 5 200

適切な受診行動が促
進されている。

小児人口当
たりの時間
外外来受診
回数

小児（15歳未
満）人口当た
りの時間外来
診療料等の算
定回数

減少させる 33,003

入退院の調整が円滑
に行われている。

退院支援を
受けた
NICU・GCU入
院児数

退院支援を受
けたNICU・GCU
入院児の算定
回数

増加させる 142

小児の入院医療が24
時間体制で提供され
ている。

24時間体制
で救急医療
が提供可能
な２次医療
圏数

24時間体制で
救急医療が提
供されている
医療圏

維持する 7

適切な受診行動が促
進されている。

救急搬送さ
れた小児患
者の軽症率

救急搬送され
た患者（18歳
未満）のうち
軽症だった者
の割合

減少させる 64.5 72.2（R3）

休日・夜間の子ども
の急病時に保護者が
相談できる体制が整
備されている。

小児救急医
療電話相談
の相談件数

小児救急医療
電話相談の相
談件数

増加させる 7,591

Ｃ

小児医療に必要な医
師等が確保されてい
る。

小児救急医
師研修事業
修了者数

小児救急医療
研修事業を終
了した医師等

600 478

休日・夜間の子ども
の急病時に保護者が
相談できる体制が整
備されている。

AI救急相談
アプリの相
談件数

AI救急相談ア
プリ（相談対
象者15歳未
満）の相談件
数

増加させる 1,539

地域の実情に応じた
初期救急体制が整備
されている。

小児初期救
急医療体制
が整備され
ている医療
圏数

休日・夜間に
おける小児の
初期救急体制
が整備されて
いる医療圏

7 5

小児患者が適切に救
急搬送されている。

救急搬送
（中等症及
び軽症）に
おける圏域
外搬送の割
合

消防本部が所
在する医療圏
の圏域外に搬
送された18歳
未満の患者
（中等症及び
軽症）の割合

減少させる 6.0
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下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡
単位

新潟県 （参考）二次医療圏
（参考）全国 

目標値（R11） 現状値
№ アウトカム 指標名 定義 調査名 調査年

15

救急搬
送にお
ける医
療機関
の受入
状況等
実態調
査

令和３年 件

15 県調査 令和４年 ％

18 県調査 令和３年 施設 5 30 6 8 3 9 1

18 県調査 令和５年 施設 2 10 3 5 1 6 0

21 県調査 令和５年 施設 0 3 1 2 0 2 0

22 県調査 令和４年 人

22 県調査 令和４年 回

災害時に既存のネッ
トワークが有効活用
できる体制が整って
いる。

災害時小児
周産期リエ
ゾンの任命
者数［再
掲］

災害時小児周
産期リエゾン
として任命し
た者の数

増加させる 19 804

62

医療機関、訪問看護
事業所、障害福祉
サービス事業所等が
連携し、総合的な支
援等を行う体制が整
備されている。

重症心身障
害児等を受
け入れ可能
な障害福祉
サービス等
事業所数

重症心身障害
児等を受け入
れ可能な障害
児通所支援事
業所、児童発
達支援セン
ター、医療型
障害児入所施
設、指定発達
支援医療機
関、医療型短
期入所事業所
の数

増加させる 27

Ｃ

高度な小児専門医療
に必要となる機能が
整備されている。

小児救急搬
送症例のう
ち受入困難
事例の件数
［再掲］

医療機関に受
入れの照会を
行った回数が
４回以上の件
数＋現場滞在
時間が30分以
上の件数

減少させる 338

医療機関、訪問看護
事業所、障害福祉
サービス事業所等が
連携し、総合的な支
援等を行う体制が整
備されている。

小児に対応
可能な訪問
看護事業所
数

小児への医療
的ケアも可能
な訪問看護事
業所数

増加させる

家族の身体的、精神
的負担が軽減されて
いる。

レスパイト
に対応して
いる施設数

医療型短期入
所事業所の数

増加させる 8

災害時に既存のネッ
トワークが有効活用
できる体制が整って
いる。

防災訓練の
実施回数

県総合防災訓
練の実施回数

維持する 1

高度な小児専門医療
に必要となる機能が
整備されている。

長期滞在施
設の稼働率

マクドナルド
ハウスにいが
たの稼働率
（＝利用延数/
利用可能数）

70 32.4
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

Ａ 1

在宅での療養を
望む県民が、医
療や福祉を受け
ながら、生涯住
み慣れた地域で
自分らしい生活
ができている

在宅看取り数
（自宅及び老
人ホームでの
看取り数）

看取り加算を算定し
た１ヵ月あたり患者
数（月平均）

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 118.3 7.7 44.5 6.0 18.5 14.8 26.1 0.7

訪問診療を受
けた患者数

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た１ヵ月あたり患者数
（月平均）

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 13,041 9,254 582.6 3,709.2 497.6 1,673.2 781.6 1,893.6 116.2

訪問看護利用
者数（医療）

1B230「訪問看護療養
費」算定の対象者数（月
平均）
（サービス提供元「県
外」を除く）

KDB
令和3
年度

人 増加 4,125.5 195.5 2,576.7 281.8 550.9 164.8 330.7 25.0

訪問看護利用
者数（介護）

1B220「訪問看護【看護
師】_介護」算定の対象
者数（月平均）
（サービス提供元「県
外」を除く）

KDB
令和3
年度

人 増加 7,537.9 417.9 3,287.9 681.9 1,733.8 592.3 717.6 106.6

B 2

入院医療機関と
在宅療養に係る
機関の連携によ
り、継続的な医
療提供ができて
いる

退院支援（退
院調整）を受
けた患者数

A246 退院調整加算
（退院時１回）の算
定件数（レセプト件
数）

NDB
令和3
年度

人 増加 41,273 7,444 * 4,910 13,579 4,805 9,474 1,061

訪問診療を受
けた患者数

〇

在宅患者訪問診療料
（同一建物居住者以
外及び同一建物居住
者）を算定した１ヵ
月あたり患者数（月
平均）

KDBシス
テム
データ
（厚生
労働省
集計）

令和2
年度

人 13,041 9,254 582.6 3,709.2 497.6 1,673.2 781.6 1,893.6 116.2

小児の訪問診
療を受けた患
者数

C001在宅患者訪問診
療料算定件数
定期的な訪問診療の
数
訪問診療を受けた患
者数（15歳未満）
（算定回数）

NDB
令和3
年度

人 増加 27

訪問看護利用
者数（医療）

〇

1B230「訪問看護療養
費」算定の対象者数
（月平均）
（サービス提供元
「県外」を除く）

KDB
令和3
年度

人 増加 4,125.5 195.5 2,576.7 281.8 550.9 164.8 330.7 25.0

訪問看護利用
者数（介護）

〇

1B220「訪問看護【看
護師】_介護」算定の
対象者数（月平均）
（サービス提供元
「県外」を除く）

KDB
令和3
年度

人 増加 7,537.9 417.9 3,287.9 681.9 1,733.8 592.3 717.6 106.6

（参考）二次医療圏
（参考）全国 

B 1

在宅療養におい
て医療を必要と
する患者への在
宅医療の提供が
可能な体制が確
保されている

B 3

在宅療養に係る
機関の連携強化
により、在宅療
養者とその家族
を支えるための
サービスが継続
的・包括的に提
供できている

第８次新潟県地域保健医療計画 「在宅医療等」指標
№ アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

小児の訪問看
護利用者数

15歳未満の利用者の
訪問看護療養費明細
書の延べ件数

審査支払機
関（国保中
央会・支払
基金）提供
訪問看護レ
セプトデー
タ

令和3
年度

人 増加 1,971 192 1,062 90 215 128 284 0

訪問歯科診療
を受けた患者
数

C000 「歯科訪問診療
料（1・2・3の合
算）」のレセプト件
数（年間・延べ）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データより
集計）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 2,260.9 1,210.1 3,040.3 2,004.8 2,572.9 501.6 1,458.6 * 4,588.4

訪問歯科衛生
指導を受けた
患者数

C001 「訪問歯科衛生
指導料（1・2・3の合
算）」のレセプト件
数（年間・延べ）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データより
集計）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 944.8 411.5 1,311.0 910.5 1,015.4 38.3 696.3 439.5 1,832.8

訪問薬剤管理
指導を受けた
患者数（医
療）

薬局における訪問薬
剤管理指導を受けた
患者数（レセプト件
数）

NDB
令和3
年度

件 増加 3,136 453 1,065 256 418 228 684 32 305,032

訪問薬剤管理
指導を受けた
患者数（介
護）

「居宅療養管理指
導」「介護予防居宅
療養管理指導」のう
ち、薬剤師が行うも
ののレセプト件数

介護DB - 件 増加 42,724 2,617 20,988 3,409 6,005 1,208 8,298 199 6,949,637

小児の訪問薬
剤管理指導を
受けた患者数

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」を算定
された15歳未満の患
者の数

NDB
令和3
年度

人 増加 161

麻薬の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を受け
た患者数（医
療）

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」の「麻
薬管理指導加算」を
算定された患者の数

NDB
令和3
年度

人 増加 23

麻薬の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を受け
た患者数（介
護）

「居宅療養管理指導」の
薬剤師居宅療養Ⅱ１～
６・特薬又は、「介護予
防居宅療養管理指導」の
予防薬剤師居宅療養Ⅱ１
～６・特薬のいずれかを
算定された患者の数

介護DB - 人 増加 102

無菌調剤の調
剤かつ訪問薬
剤管理指導を
受けた患者数

「調剤料」の「無菌
製剤処理加算」を算
定された患者の数
（レセプト件数）

NDB
令和3
年度

人 増加 112

訪問栄養食事
指導を受けた
患者数

C009 「在宅患者訪問栄
養食事指導料（1・2の合
算）」のレセプト件数
（年間・延べ）

NDB
令和3
年度

人 増加 20 4,088

訪問リハビリ
テーションを
受けた患者数
（医療・介
護）

1F100「訪問リハビリ
【リハ職】_医療介護」
算定の対象者数（月平
均・サービス提供元「県
外」を除く）

KDB
令和3
年度

人 増加 4,020.8 305 1,979 430 500 226 433 148

機能強化型在宅療養支援
診療所及び在宅療養支援
診療所の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 130 6 50 7 24 13 30 0

機能強化型在宅療養支援
病院及び在宅療養支援病
院の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

機能強化型訪
問看護ステー
ション数（医
療保険）

機能強化型訪問看護管理
療養費1～3のいずれかの
届出を行っている事業所
数

訪問看護ス
テーション
の基準の届
出受理状況
（関東信越
厚生局）

令和5
年9月
現在

増加 10 1 3 0 3 1 1 1

看護体制強化
加算の届け出
をしている訪
問看護事業所
数（介護保
険）

看護体制強化加算
の届け出有の事業
所数

届出受理状
況（新潟
県）

令和5
年度

増加 35

24時間対応可
能な薬局数

「調剤基本料」の
「地域支援体制加
算」を算定している
薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 363 32 150 39 47 26 63 6 21,984

機能強化型在
宅療養支援診
療所・病院
数、在宅療養
支援診療所・
病院数

B

3

在宅療養に係る
機関の連携強化
により、在宅療
養者とその家族
を支えるための
サービスが継続
的・包括的に提
供できている

4

急変時に連絡対
応可能な体制が
あり、かつ、必
要な場合は在宅
医療を担う機関
及び入院医療機
関との円滑な連
携による診療体
制が確保できて
いる
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

在宅ターミナ
ルケアを受け
た患者数

在宅ターミナルケア
加算を算定した１ヵ
月あたり患者数（月
平均）

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 108.3 8.5 38.3 5.2 18.8 13.1 23.6 0.8

訪問看護によ
るターミナル
ケアを受けた
患者数・利用
者数

4B120「訪問看護_
ターミナルケア加
算」算定の対象者数
（月平均）

KDB
令和3
年度

人 増加 30.6 2.7 8.7 2.6 8.6 4.6 2.6 0.8

在宅看取り数
（自宅及び老
人ホームでの
看取り数）

〇
看取り加算を算定し
た１ヵ月あたり患者
数（月平均）

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 118.3 8 45 6 19 15 26 1

訪問診療を実
施している診
療所数

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た診療所数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 439 39 154 36 101 25 77 7

訪問診療を実
施している病
院数

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た病院数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 52 8 17 4 7 8 5 3

〇
機能強化型在宅療養支援
診療所及び在宅療養支援
診療所の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 130 6 50 7 24 13 30 0

〇
機能強化型在宅療養支援
病院及び在宅療養支援病
院の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た患者数（月平均）を、
算定診療所数で除した数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 18.9 13.0 21.7 12.3 16.3 19.5 23.3 9.5

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た患者数（月平均）を、
算定病院数で除した数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 18.7 9.4 21.7 14.0 4.0 36.6 20.0 16.5

3

地域の資源の状
況に応じ、訪問
看護を提供する
機関が増加して
いる

訪問看護事業
所数

指定訪問看護ステー
ションの指定を受け
た事業所数（休止中
除く）

指定訪問看
護ステー
ションの指
定一覧（関
東信越厚生
局）

令和5
年10
月時
点

増加 190 15 93.0 20 26 11 23 2

機能強化型訪
問看護ステー
ション数（医
療保険）

〇

機能強化型訪問看護管理
療養費1～3のいずれかの
届出を行っている事業所
数

訪問看護ス
テーション
の基準の届
出受理状況
（関東信越
厚生局）

令和5
年9月
現在

増加 10 1 3 0 3 1 1 1

看護体制強化
加算の届け出
をしている訪
問看護事業所
数（介護保
険）

〇
看護体制強化加算
の届け出有の事業
所数

届出受理状
況（新潟
県）

令和5
年度

増加 35

1機関あたりの
利用者数

訪問看護ステーショ
ンの１事業所あたり
利用実人数(1月あた
り)

新潟県訪問
看護実態調
査（新潟県
看護協会）
(回収率
75.3%)

令和4
年度

人 増加 88.0 78.9 91.4 73.6 128.5 61.5 69.6 62.0

大規模・中規
模の訪問看護
事業所の割合

常勤換算で、大規模：10
人以上、中規模：5～10人
未満、小規模：2.5～5人
未満と定義した場合の大
規模及び中規模事業所の
割合

新潟県訪問
看護実態調
査（新潟県
看護協会）
(回収率
75.3%)

令和4
年度

% 増加 46.9

機能強化型在
宅療養支援診
療所・病院
数、在宅療養
支援診療所・
病院数

1機関あたりの
患者数

4
1機関あたりの訪
問看護利用者数
が増加している

B 5
患者が望む場所
での看取りが実
施できている

Ｃ

1

訪問診療を提供
する診療所、病
院が増加してい
る

2
1機関あたりの訪
問診療患者数が
増加している
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

在宅療養後方
支援病院数

在宅後方支援病院の
届出施設数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 9 1 2 1 2 1 1 1

機能強化型在
宅療養支援病
院及び在宅療
養支援病院数

〇
機能強化型在宅療養支援
病院及び在宅療養支援病
院の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

入退院支援加
算を算定して
いる機関数

2L101「入退院支援加算
１」又は2L102「入退院支
援加算２」入を算定した
機関数（月平均）（サー
ビス提供元「県外」除
く）

KDB
令和3
年度

増加 443.7 42.6 215.9 69.4 51.8 32.0 25.0 7.1

入院時情報連
携加算を算定
している居宅
介護支援事業
所数

2J100「居宅介護支援_入
院時情報連携加算」を算
定した機関数（月平均）
（サービス提供元「県
外」除く）

KDB
令和3
年度

増加 421.7 30.6 170.6 41.6 72.6 30.7 56.3 19.2

退院時共同指
導料を算定し
ている機関数

2L202「退院時共同指導料
２」を算定した機関数
（月平均）（サービス提
供元「県外」除く）

KDB
令和3
年度

増加 30.6 1.7 18.1 3.3 3.0 1.5 3.0 0.1

退院退所加算
を算定してい
る居宅介護支
援事業所数

2J200「居宅介護支援_退
院・退所加算」を算定し
た事業所数（月平均）
（サービス提供元「県
外」除く）

KDB
令和3
年度

増加 257.7 24.0 97.2 22.6 42.2 18.3 46.2 7.2

8

地域包括支援セ
ンター、入院医
療機関、在宅療
養支援診療所又
は居宅介護支援
事業所等から患
者に対し、在宅
療養に必要な
サービスを適切
に紹介できてい
る

9

在宅療養に係る
機関間で定期的
な患者情報の共
有ができている

訪問診療を実
施している診
療所数

〇

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た診療所数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 439 39 154 36 101 25 77 7

訪問診療を実
施している病
院数

〇

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た病院数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 52 8 17 4 7 8 5 3

〇
機能強化型在宅療養支援
診療所及び在宅療養支援
診療所の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 130 6 50 7 24 13 30 0

〇
機能強化型在宅療養支援
病院及び在宅療養支援病
院の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

Ｃ

5

在宅療養後方支
援病院等、在宅
医療を支援する
病院が増加して
いる

6

入院医療機関に
おいて、入院初
期から退院後の
生活を見据えた
退院支援を開始
している

7

入院医療機関と
在宅療養に係る
機関の間で、退
院後の患者の病
状変化やその対
応に係る情報共
有ができている

10

定期的な訪問診
療及び訪問看護
の実施や多職種
との連携によ
り、患者の病状
に係る管理が可
能な体制が確保
できている

機能強化型在
宅療養支援診
療所・病院
数、在宅療養
支援診療所・
病院数
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

〇

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た患者数（月平均）を、
算定診療所数で除した数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 18.9 13.0 21.7 12.3 16.3 19.5 23.3 9.5

在宅患者訪問診療料（同
一建物居住者以外及び同
一建物居住者）を算定し
た患者数（月平均）を、
算定病院数で除した数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 18.7 9.4 21.7 14.0 4.0 36.6 20.0 16.5

訪問看護事業
所数

〇
指定訪問看護ステーショ
ンの指定を受けた事業所
数（休止中除く）

指定訪問看
護ステー
ションの指
定一覧（関
東信越厚生
局）

令和5
年10
月時
点

増加 190 15 93 20 26 11 23 2

機能強化型訪
問看護ステー
ション数（医
療保険）

〇

機能強化型訪問看護管理
療養費1～3のいずれかの
届出を行っている事業所
数

訪問看護ス
テーション
の基準の届
出受理状況
（関東信越
厚生局）

令和5
年9月
現在

増加 10 1 3 0 3 1 1 1

看護体制強化
加算の届け出
をしている訪
問看護事業所
数（介護保
険）

〇
看護体制強化加算
の届け出有の事業
所数

届出受理状
況（新潟
県）

令和5
年度

増加 35

歯科訪問診療
を実施してい
る診療所・病
院数

C000 「歯科訪問診療
料（1・2・3の合
算）」の算定医療機
関数（年間）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データ）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 23.3 27.8 23.7 24.7 21.1 15.5 27.5 * 17.3

訪問歯科衛生
指導を実施し
ている診療
所・病院数

C001 「訪問歯科衛生
指導料（1・2・3の合
算）」の算定医療機
関数（年間）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データ）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 8.0 7.3 8.1 9.4 8.5 3.1 9.4 5.5 6.2

在宅療養支援
歯科診療所数

「在宅療養支援診療
所1または2」の届出
を行っている歯科医
療機関数

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック
（厚生局・
施設基準の
届出状況）

令和4
年3月
末

件
（人
口10
万

対）

増加 5.9 9.9 5.0 8.2 5.6 2.5 6.1 7.5 6.7

訪問薬剤指導
を実施する薬
局・診療所・
病院数（医
療）

在宅患者訪問薬剤管
理指導料を算定した
薬局数

NDB
令和3
年度

件 増加 213 23 84 24 34 20 24 4 12,689

訪問薬剤指導
を実施する薬
局・診療所・
病院数（介
護）

「居宅療養管理指
導」「介護予防居宅
療養管理指導」のう
ち、薬剤師が行うも
のの算定事業所数

介護DB
令和3
年度

件 増加 624 60 272 63 85 34 101 9 33,082

小児の訪問薬
剤管理指導を
実施している
薬局数

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」を15歳
未満の患者に対して
算定している薬局の
数

NDB
 令和
3年度

増加 226

訪問栄養食事
指導を受けた
患者数

〇

C009 「在宅患者訪問栄
養食事指導料（1・2の合
算）」のレセプト件数
（年間・延べ）

NDB
令和3
年度

人 増加 20 4,088

訪問リハビリ
テーションを実
施している診療
所・病院・介護
老人保健施設・
介護医療院数
（医療）

在宅患者訪問リハビリ
テーション指導管理料
（同一建物居住者以外・
同一建物居住者）を算定
した機関数（月平均）

KDB
令和3
年度

増加 22.0 1.7 11.7 1.8 3.8 1.0 1.9 0.0

訪問リハビリ
テーションを実
施している診療
所・病院・介護
老人保健施設・
介護医療院数
（介護）

訪問リハビリテーション
又は介護予防訪問リハビ
リテーションを算定した
機関数（月平均）

KDB
令和3
年度

増加 135.5 17.1 47.1 15.2 22.3 10.8 18.3 4.8

Ｃ 10

定期的な訪問診
療及び訪問看護
の実施や多職種
との連携によ
り、患者の病状
に係る管理が可
能な体制が確保
できている

1機関あたりの
患者数
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

歯科訪問診療
を実施してい
る診療所・病
院数

〇

C000 「歯科訪問診療
料（1・2・3の合
算）」の算定医療機
関数（年間）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データ）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 23.3 27.8 23.7 24.7 21.1 15.5 27.5 * 17.3

訪問歯科衛生
指導を実施し
ている診療
所・病院数

〇

C001 「訪問歯科衛生
指導料（1・2・3の合
算）」の算定医療機
関数（年間）

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック（NDB
データ）

令和2
年度

件
（人
口10
万

対）

増加 8.0 7.3 8.1 9.4 8.5 3.1 9.4 5.5 6.2

在宅療養支援
歯科診療所数

〇

「在宅療養支援診療
所1または2」の届出
を行っている歯科医
療機関数

厚生労働省
歯科保健医
療データ
ブック
（厚生局・
施設基準の
届出状況）

令和4
年3月
末

件
（人
口10
万

対）

増加 5.9 9.9 5.0 8.2 5.6 2.5 6.1 7.5 6.7

訪問薬剤指導
を実施する薬
局・診療所・
病院数（医
療）

〇
在宅患者訪問薬剤管
理指導料を算定した
薬局数

NDB
令和3
年度

件 増加 213 23 84 24 34 20 24 4 12,689

訪問薬剤指導
を実施する薬
局・診療所・
病院数（介
護）

〇

「居宅療養管理指
導」「介護予防居宅
療養管理指導」のう
ち、薬剤師が行うも
のの算定事業所数

介護DB
令和3
年度

件 増加 624 60 272 63 85 34 101 9 33,082

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（医療）

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」の「麻
薬管理指導加算」を
算定している薬局の
数

NDB
令和3
年度

件 増加 6 1,363

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（介護）

「居宅療養管理指導」の
「薬剤師居宅療養Ⅱ１~
６・特薬」又は「介護予
防居宅療養管理指導」の
「予防薬剤師居宅療養Ⅱ
１～６・特薬」のいずれ
かを算定している薬局の
数

介護DB - 件 増加 22 5,073

無菌製剤（Ｔ
ＰＮ輸液を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数

「調剤料」の「無菌
製剤処理加算」を算
定している薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 15 1,030

13

患者の状態に応
じた栄養管理や
適切な食事提供
に資する情報を
提供する体制が
確保できている

訪問栄養食事
指導を受けた
患者数

〇

C009 「在宅患者訪問
栄養食事指導料（1・
2の合算）」のレセプ
ト件数（年間・延
べ）

NDB
令和3
年度

人 増加 20 4,088

訪問リハビリ
テーションを
実施している
診療所・病
院・介護老人
保健施設・介
護医療院数
（医療）

〇

在宅患者訪問リハビ
リテーション指導管
理料（同一建物居住
者以外・同一建物居
住者）を算定した機
関数（月平均）

KDB
令和3
年度

増加 22.0 1.7 11.7 1.8 3.8 1.0 1.9 0.0

訪問リハビリ
テーションを
実施している
診療所・病
院・介護老人
保健施設・介
護医療院数
（介護）

〇

訪問リハビリテー
ション又は介護予防
訪問リハビリテー
ションを算定した機
関数（月平均）

KDB
令和3
年度

増加 135.5 17.1 47.1 15.2 22.3 10.8 18.3 4.8

Ｃ

11

・身近な地域で
在宅歯科医療が
受けられる体制
が整備されてい
る
・在宅歯科医療
連携室等を通
じ、歯科診療所
と後方支援機能
を有する病院歯
科との連携や医
科歯科連携な
ど、関係者の連
携体制が整備さ
れている

12

医薬品や医療機
器等の提供を円
滑に行うための
体制が確保でき
ている

14

在宅療養に関わ
る医療・介護従
事者等による、
身体機能及び生
活機能の維持向
上のためのリハ
ビリを適切に提
供できる体制が
確保できている
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

〇

機能強化型在宅療養
支援診療所及び在宅
療養支援診療所の届
出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 130 6 50 7 24 13 30 0

〇

機能強化型在宅療養
支援病院及び在宅療
養支援病院の届出機
関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

機能強化型訪
問看護ステー
ション数（医
療保険）

〇

機能強化型訪問看護
管理療養費1～3のい
ずれかの届出を行っ
ている事業所数

訪問看護ス
テーション
の基準の届
出受理状況
（関東信越
厚生局）

令和5
年9月
現在

増加 10 1 3 0 3 1 1 1

看護体制強化
加算の届け出
をしている訪
問看護事業所
数（介護保
険）

〇
看護体制強化加算
の届け出有の事業
所数

届出受理状
況（新潟
県）

令和5
年度

増加 35

24時間対応可
能な薬局数

〇

「調剤基本料」の
「地域支援体制加
算」を算定している
薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 363 32 150 39 47 26 63 6 21,984

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（医療）

〇

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」の「麻
薬管理指導加算」を
算定している薬局の
数

NDB
令和3
年度

件 増加 6 1,363

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（介護）

〇

「居宅療養管理指導」の
「薬剤師居宅療養Ⅱ１~
６・特薬」又は「介護予
防居宅療養管理指導」の
「予防薬剤師居宅療養Ⅱ
１～６・特薬」のいずれ
かを算定している薬局の
数

介護DB - 件 増加 22 5,073

無菌製剤（Ｔ
ＰＮ輸液を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数

〇
「調剤料」の「無菌
製剤処理加算」を算
定している薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 15 1,030

在宅療養後方
支援病院数

〇
在宅後方支援病院の
届出施設数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 9 1 2 1 2 1 1 1

機能強化型在
宅療養支援病
院数、在宅療
養支援病院数

〇
機能強化型在宅療養支援
病院及び在宅療養支援病
院の届出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

17

急変時の連絡先
や対応等を想定
し、関係する機
関間での情報共
有ができている

Ｃ

15

在宅医療を担う
機関において24
時間連絡対応可
能な体制を確保
できている

機能強化型在
宅療養支援診
療所・病院
数、在宅療養
支援診療所・
病院数

16

入院医療機関に
おいて、在宅療
養者の病状が急
変した際の受入
体制がある
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目標値（R11） 現状値 下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡

（参考）二次医療圏
（参考）全国 № アウトカム 指標名 再掲 定義 調査名 調査年 単位

新潟県

在宅看取り
（ターミナル
ケア）を実施
している診療
所・病院数

在宅ターミナルケア
加算を算定した診療
所及び病院数

KDBシステム
データ（厚
生労働省集
計）

令和2
年度

人 増加 160 15 44 10 32 18 38 3

ターミナルケ
アを実施して
いる訪問看護
ステーション
数

訪問看護ターミナル
ケア加算を算定した
機関数（月平均）

KDB
令和3
年度

増加 23.8 1.8 7.4 2.3 6.6 2.8 2.2 0.7

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（医療）

〇

「在宅患者訪問薬剤
管理指導料」の「麻
薬管理指導加算」を
算定している薬局の
数

NDB
令和3
年度

件 増加 6 1,363

麻薬（持続注
射療法を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数（介護）

〇

「居宅療養管理指導」の
「薬剤師居宅療養Ⅱ１~
６・特薬」又は「介護予
防居宅療養管理指導」の
「予防薬剤師居宅療養Ⅱ
１～６・特薬」のいずれ
かを算定している薬局の
数

介護DB - 件 増加 22 5,073

無菌製剤（Ｔ
ＰＮ輸液を含
む）の調剤か
つ訪問薬剤管
理指導を実施
している薬局
数

〇
「調剤料」の「無菌
製剤処理加算」を算
定している薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 15 1,030

〇

機能強化型在宅療養
支援診療所及び在宅
療養支援診療所の届
出機関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 130 6 50 7 24 13 30 0

〇

機能強化型在宅療養
支援病院及び在宅療
養支援病院の届出機
関数

診療報酬施
設基準（関
東信越厚生
局）

令和5
年4月
時点

増加 24 2 7 3 1 6 4 1

機能強化型訪
問看護ステー
ション数（医
療保険）

〇

機能強化型訪問看護
管理療養費1～3のい
ずれかの届出を行っ
ている事業所数

訪問看護ス
テーション
の基準の届
出受理状況
（関東信越
厚生局）

令和5
年9月
現在

増加 10 1 3 0 3 1 1 1

看護体制強化
加算の届け出
をしている訪
問看護事業所
数（介護保
険）

〇
看護体制強化加算
の届け出有の事業
所数

届出受理状
況（新潟
県）

令和5
年度

増加 35

24時間対応可
能な薬局数

〇

「調剤基本料」の
「地域支援体制加
算」を算定している
薬局の数

NDB
令和3
年度

件 増加 363 32 150 39 47 26 63 6 21,984

20

・患者や家族等
に対し、自宅や
住み慣れた地域
で受けられる看
取りに関する適
切な情報提供が
できている
・患者の意思決
定支援が可能な
体制が確保でき
ている

機能強化型在
宅療養支援診
療所・病院
数、在宅療養
支援診療所・
病院数

Ｃ

18

住み慣れた自宅
や介護施設等、
患者が望む場所
での看取りを実
施できる体制が
構築できている

19

在宅医療を担う
機関において24
時間連絡対応可
能な体制を確保
できている
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